
Ⅶ 章  社  会  的  調  査

1.秋 田県住民のクマに対するま哉調査

米 田 一 彦1 ) 。羽 澄 俊 裕l 〕

1.は じめに

ツキノワグマの保護管理を考えるということは、いわば人間の生活とクマの生活との間

をどのように調整 していくかということの追求にあるといえよう。近年の猟期狩猟数をう

わまわる有害駆除数の増加は、人為的な土地利用形態の変化による生息環境の悪化によつ

て人間とクマの接触する機会が増えたことに起因することはまちがいない。また、有害駆

除の申請理由として、農作物の被害防除というよりむしろ、人命被害対策としての意味あ

いの強い場合が非常に多くなってきている。そういう現状から、地域住民のクマに対する

意識について分析 しておくことは重要である。

本調査の対象である秋田県はマタギの本拠地でもあり、歴史的にもよリクマと馴染み深

い地域である。ここで、すでに石川県において試みられたものと同様の方法 (水野ら、19

84)を 用いて住民意識の分析を試みた。

2.方 法

調査は聞きとり法を用い、市街地 (秋田市、本庄市)、 山麓 (五城目町、飯田川町)、

山村 (阿仁町、森吉町)、 のそれぞれの地域について2市 町ずつ計 6ケ 所を調査地域とし

て選択 した。聞きとりは各ケ所とも男25人、女25人とし、合計300人を対象とした (表VIl一

7)。 その際できるだけ年齢に偏りのないようにした。

調査員は各市町の駅前等において、表Ⅶ-6に 示 した設間用紙を持ち、5～ 10分 間に

日答で聞きとるようにした。その際、クマの保護や駆除など特定の考えを期待 しているか

のように考えられないよう簡潔に聞きとるようにした。

1)秋 田クマ研究会
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3.結 果および考察

聞 きとり調査の結果を表WIl-2に示 した。よく山に行 くかの問いに対 して、回答者の60

～70%は 山に行かないとのことであった。そして30～40%を 占めた残 りの山へ行 く人々の

入山目的は、、主 としてキノコ山菜採 りで、市街地に住む人程 スポーツ登山として入山 して

いることがわかった (表Wll-3)。 狩猟目的で入山する人は山村に住む 2名 だけであった。

この結果は、回答者が山に関わる仕事に従事する人に限ることなく、一般的な人の中から

選択 されたことを示 している。

次の野生のクマを見たことがあるかとの設間には、市街地 ・山間部を問わず15%前 後の

人が見たことがあると答えている。また、あなたの市町にクマがいるかとの問いに対 して、

市街地では60%、 その他では80%以 上の人がその存在を認識 している。 このような結果は

秋田県の住民にとって、クマがいかに身近な存在であるかをよく示 している。

次にクマは有害であるかとの設間では、どの地域でも半数以上の人が有害であると答え

ている。その内容を見てみると (表Ⅶ-4)、 危険で人を襲 うという答えが、全体の84.5

%を 占め、農作物を荒すか らという回答14.1%を大 きくうわまった。 しか し、次の設間、

クマが故意に人を襲 うかという問いに対 しては、 3地 域 とも70%以 上がそうではないと答

えている。 これらの回答をまとめてみると、クマは危険な動物ではあるけれども、 トラブ

ルの原因は一方的にクマにあるのではなく、人間の方にその責任があると多 くの人が考え

ているものと解釈 される。

一方、クマの数についての設間についてみると、市街地 と山麓では減 っているという回

答がそれぞれ4'%、 46%を 占めた。ただ し山麓では増えたとの答えも38%を 占めている。

これに対 して山村では、増えているとの回答が50%を 越え、減 ったとする回答27%を 大 き

く上回った。 こうした結果は、人間とクマとの接触の機会が市街地では減少 しているが、

一方で、山間部に行 く程過去に比べて増加 していることを裏づけているものと考えられる。

次に、クマが自然の中に必要かどうかについての設間では、市街地 と山麓部では60%前 後

が必要 と答えたのに対 し、山村では不必要とする団答が半数近 くの47%を 占めている。 こ

の結果 も、先の設問同様、危険と考えられているクマに接触す る可能性の多少が反映 して

ものと考えられる。

以上の設間の最後に、クマを保護すべきか撲滅すべきかという問いかけを したところ、

市街地か ら山村のどの地域において も、保護側が多数を占めた。これについて、表VIl-5

に他の回答 との関係をみてみた。まず、保護か撲滅かの回答数の比に、男女間や、山に行

く行かないという点による著 しい違いはみられなかった。また、当然のことなが ら撲滅側

の主な理由は人を襲 う、被害を出すといったことであったが、ここで注目すべきことは、

クマが人を襲 ったり被害を出す動物であることがわかっていて も、なおかつ保護すべ しと

いう答えを出 した人が半数近 くあることである。以上をまとめてみるならば、クマと人間
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表WI l - 1 聞き取 り調査の対象地と対象人数
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表WIl-2 ツキノワグマに関するアンケー ト調査の回答結果
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表WIl-3 よ く山に登る人の入山目的 (回答者人数)

入山 目的 市街地 (%) 山麓 ( % ) d」な寸 (%)

1 .登山

2.魚つり・虫採 り

3.キノコ・山菜採 り

4.林業・農業

5 . クマ猟

6.住居  ィ

7.不明

計

1 1 ( 3 3 . 3 )

2 ( 6 . 0 )

1 4 ( 4 2 . 4 )

4 ( 1 2 . 1 )

―( 0 . 0 )
―( 0 . 0 )

2 ( 6 . 1 )

3 3 ( 1 0 0 )

9 ( 3 2 . 1 )

2 ( 7 . 1 )

1 0 ( 3 5 . 7 )

5 ( 1 7 . 9 )

―( 0 , 0 )

2 ( 7 . 1 )

―( 0 . 0 )

2 8 ( 1 0 0 )

5 ( 1 1 . 6 )

1 ( 2 . 3 )

3 2 ( 7 4 . 4 )

2 ( 4 . 7 )

2 ( 4 . 7 )
―( 0 , 0 )

1 ( 2 . 3 )

4 3 ( 1 0 0 )

順位 ・内容

表VIl-4 ク マは有害 と答えた人の害の内容 (回答者人数)

市街地 山麓   山 村 計 (%)

1.人を襲う
2.こわい'危険・凶暴
3.農作物を荒す
4。その他

8 5 ( 5 8 . 6 )

3 7 . 5 ( 2 5 . 9 )

2 0 . 5 ( 1 4 . 1 )

2 ( 1 . 4 )

2 3 . 5

1 1

7 . 5

0

3 3 . 5

1 4

8 . 5

2

2 8

1 2 . 5

4 . 5

0

*複 数回答者について比例配分 したため小数点以下の端数がでた

表WIl-5 ア ンケー トにみられる保護 。撲滅の答えと他の項目との関係
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との トラブルは全体として昔より確実に増えているのだが、市街地の進行でクマを遠 ぎけ

て しまった地域では、クマに対する恐怖心は切実なものではな く、保護的発想が主流 とな

っている。一方、山村部においては、クマとの接触の可能性は高 くより切実な立場にある

にもかかわらず、恐怖心に左右 されることな く、む しろ状況をよく理解 し、人間の側の非

を認めているゃ ここのところに、秋田県民のクマに対する意識の特徴があらわれている。

クマは、場合によって危険な猛獣であることにまちがいはない。 しか し、地元住民はそれ

で もかつ共存する道を求めていると考えてよいであろう。 したがって、そのための具体策

の考案、有害駆除の再考が要求 されているのである。             (
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表VIl-6 秋 田県民のツキノワグマに対する意識調査用紙 (聞 き取 り調査用)

ツキノフダマに関するアンケート闘き取り調査衰

地忠

性別  男  女      才

Fjt案

1.う なた住.よ く山にいきますか. (行 く、行かない)

行 く→目的 (           .

2.野 生のクマを見た事がありますか。 (若る。無い)

有る→場所 (

3。 あなたの市町にt士クマがいると思いますか。 (いる、いない)

4.ク マ住有害な動物だと思いますか.    (住 い、いいえ)

はい→なゼ (

5.匁 マ住=に何を食末ていると思ぶ☆すか。 .
(        ・ ) (         ) (

6..クマ住枠きに人と長うと思いますか。   (は い、いいえ)

7.ク マ注増えているか、滋っているか。   (増 、変化なし、つ

3.ク マは自なの中に必要な動物ですか。   (必 要、不必要)

0.クては保叙す末さ.だと思いますか、景説した方ぷしヽいですか。
像 ☆ わ からない。撲滋)
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【VIl章 社 会的調査】

2. ヒ グマ ・ツ手ノワグマに対する意識調査 (郵送アンケー ト)

(とりまとめ ;日本野生生物研究センター)

1.調 査方法と調査対象町村    _

昭和60年度 (1985)調査において、全国で5町 村を対象に郵送アンケー ト形式でツキノ

ワグマ 。とグマに対する住民意識調査を1986年 1月に実施 した。調査対象町村名と地域の

主産業および調査対象者層を表Ⅶ-7に 示 した。対象町村は、生息状況基礎調査あるいは

生態調査地域との関連を見るため、北海道から2町 、紀伊半島から1村 、西中国から2町

村を選んだ。調査対象者は、森林組合員名簿と電話帳から抽出した。 I町 村当り198通から

280通、5町 村計で1,094通のアンケー トを発送 し、708通 (65%)の 回収率を得た。回収率

は北海道の2町 からは60%以 下とやや悪かったが、奈良県十津川村と島根県匹見町からは

70%以 上の高い回収率であった (表Vll-7)。 郵送アンケー ト調査表を表VIl-14に 示 し

た。質問内容は、水野 ら く1984)の報告と比較が可能なように項目を整理 した。

2.結 果

(1)ク マ類に対する恐怖心と意識形成

主要アンケー ト項目に対する町村別の回答結果を表VEl-8か ら表Ⅶ-12に 示 した。ク

ヤに対する恐怖心を見ると、ツキノワグマとヒグマで明かな違いがみられ、ヒグマの生息

する北海道の2町 では 「恐ろしい」との回答が25%を 、 「時には恐ろしい動物」との回答

は60%を 越えた。これに対 して本州の3町 村からの回答では 「恐ろしい」が10%以 下、 「

時には恐ろしい」も51%以 下であった。クマ類は 「おとなしい動物」との回答は、町村別

であまり差がなく、いずれの町村も低い値だが、これもヒグマに比ベツキノワグマで 「お

となしい動物」との回答がやや多い (表Ⅶ-8)。

クマヘの意識形成の背景に関する質問では、直接体験によるものはいづれの町村とも19

%か ら27%と 比較的差がない。 しかし、クマ類に対する意識が 「TV。新聞による報道によ

るもの」とする回答は北海道の2町 では25%と 38%と 高いのに対 し、本州の3町 村では12

%と 低 く、北海道のヒグマに対する意識形成は本州に比べTV・新聞などの報道とその報道

の多さがより強 く影響 していることを示唆 している (表Ⅶ-9)。
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(2)害 性について

ヒグマ ・ツキノワグマの害性に対する質問 (質問 7)で は、地域によって 「非常に有害」

とする回答率に大きな差があった。個体群は孤立分布状況にあるがツキノワグマによる植

林木の皮はぎ被害が発生 している奈良県十津川村では、 「非常に有害」 とする回答が39%

と高 く、北海道八雲町 も23%と 高い率を示 した (表Ⅶ-10)。 これに対 して、西中国地

域の 2町 村 と北海道標茶町ではいずれも 「非常に有害」との回答は10%以 下 と低い。 「時

には害がある」との回答には町村であまり差がなく、平均50%前 後であった。

く3)生 息の増減

クマ類の生息数の増減に対する質問 (質問 8)で は、 5町 村 とも 「減 っている」あるい

は 「変わ らない」が 「増えている」を上まわったが、個体群が孤立状態にあり生息数は減

少か、横ばい状態にあると想定 した西中国の 2町 村からの回答では 「増えている」との回

答が20%を 越えているのが注目された く表VEl-11)。 一方、質問 7で 「クマは非常に有

害」 との回答が多かった奈良県十津川村では 「生息数は減 っている」との回答が43%と 5

町村の中で最 も高い割合を示 した。

(4)ク マ類保護管理について

クマは自然界に必要かという問い (質問 9-1)に 対 しては、質問 7-1の 「クマは有

害な動物」かとの質問で 「非常に有害」との回答率が高いことに対応 して、十津川村で 「

不必要」 との回答が多い (表Ⅶ-12)。 今後 どのようにクマ類を扱 っていくかとの質問

(質問 9-2)に 対 しては、地域差 と種類による差が見 られた (表Ⅶ-13)。 「積極的

に保護 していく」との回答は、西中国の2町 村では10%前 後の回答率 とやや高い値であっ

たが、皮はぎ害のある十津川村では2%と極めてほい。一方、 「撲滅する」との回答は、ヒ

グマの生息する北海道の2町 と、本州でもツキノワグマによる植林木の反はぎ被害の報告

されている十津川村ではいずれも41%と高い割合を示 した。 しかし、全体としては、調査

対象の5町 村のいずれも、 「害のある場合は駆除するが、それ以外は保護する」との回答

が50%近 くの多 くをしめた。

(5)ま とめ

郵送アンケー トによる住民意識調査結果全体をみると、ヒグマに対 してはツキノワグマ

に比べ 「恐ろしい」、 「有害である」、 「撲滅する」との回答の割合が高い。ツ十ノワグ

マの生息する本州でも、植林木に対する度はぎ被害が多発 しているとされる奈良県十津川

村では西中国の2町村に比べ、 「有害」、 「撲滅する」などの回答率が高かった。 しかし、

全体として今後のクマ類の扱いに関しては 「積極的に保護」と 「害のある場合は駆除する

がそれ以外は保護する」が全回答の60%近くをしめ、 「僕滅する」の回答を上まわった。
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引 用 文 献

水野昭憲 ・前田和佳 ・田中敏之 ・野崎英吉 (1 9 8 4 )新 聞 とアンケー トにみられるツキノ

ワグマ被害に対する認識.石 川県白山自然保護センター研究報告第11集.

表Wll-7 ク マ類に対する郵送アンケー トによる住民意識調査実施状況 (昭和60年度)

主産業 対象者層 発送数  回 収数 (率%)域地

1.北海道標茶町

2.北海道八雲町

3.奈良県十津川村

4.島根県匹見町

5!広島県吉和村

計

酪農地帯

農・魚・林業

林業

林業・農業

農業・林業

農家 ・森林組合員

農家 。その他

森林組合員

農家 (森林所有者)

農家 (森林所有者)

1 1 0 ( 5 6 )

1 1 1  ( 5 2 )

1 7 6   ( 7 8 )

1 9 0   ( 7 6 )

1 2 1  ( 5 9 )

7 0 8   ( 6 5 )

1 9 8

2 1 2

2 2 7

2 5 1

2 6 0

1 0 9 4

表Ⅶ-8 設 間5「 クマは恐ろしいか」に対する回答

(複数回答率%:回 答例別数/回 答総数)

回答例 ＼町村

北海道

標茶町  八 雲町

島根県  広 島県

匹見町  吉 和村

奈良県

十津川村 計

①恐ろしい

②時には恐ろしい

③危害を加えなければ

④おとなしい

⑤その他

2 4

6 6

1 9

2

9

28

60

18

1

5

6

4 6

5 3

2

3

6

5 1

5 2

4

1

10

51

49

6

0

1 3

5 4

4 1

3

3

表Vll-9 ク マヘの印象形成 (設問 6)に 対する回答

(複数回答率%:回 答例別数/回 答総数)

回答例 ＼町村

北海道

標茶町  八 雲町

島根県  広 島県

匹見町  吉 和村

奈良県

十津川村 計

①直接体験

②人の話

③新聞 ・TV

④その他

2 6

5 6

2 5

1 1

23

53

38

5

1 9

6 9

1 0

8

27

56

12

10

2 7

6 4

1 2

3

2 4

6 0

1 8

8

-253-



表VIl-10 設 間7-1「 クマは有害な動物か」に対する回答

(回答率%:回 答例実数/回 答総数)

回答例 ＼町村

北海道

標茶町  八 雲町

奈良県  島 根県  広 島県

十津川村 匹 見町  吉 和村 計

①非常に有害
②時には害
③言われるほど害はない

④害はない

2 3

5 3

2 3

1

3 9

4 6

1 3

2

17

52

27

4

に対する回答カる
＞

い
数

て
総

つ
答

減
回

か
／

る
数

い
実

て
例

え
答

増
回

は
‥

数
％

の
率

マ
答

ク
回

表Wl l - 1 1 設問 8

回答例 ＼町村

北海道

標茶町  八 雲町

奈良県  島 根県  広 島県

十津川村 匹 見町  吉 和村 計

①増えている
②減っている

③変わらない

④その他

1 4

3 9

3 6

1 2

19

37

40

5

1 3

4 3

3 4

1 0

2 3

3 1

4 0

6

24

36

31

9

19

37

36

8

表WIl-12
覗目魯嘉揚「台塞航具釜ラ占客藩象す

に対する回答

回答例 ＼町村

北海道   _

標茶町  八 雲町

奈良県  島 根県  広 島県

十津川村 匹 見町  吉 和村 計

①必要
②不必要
③その他 (どちらとも)
④その他

4 0

4 7

1 3

1 2

3 9

5 2

9

5

59

62

9

10

4 2

4 6

1 3

6

3 9

8 6

2 5

9

表WEl-13 覗圏魯垂象i色丞観嚢鱗夕笛基怒撮軍
する回答

回答例 ＼町村

北海道

標茶町  八 雲町

島根県  広 島県

匹見町  吉 和村

奈良県

十津川村 言十

①保護
②害のある場合は管理

③撲滅する

④その他

1 2

4 8

3 1

9

8

5 8

2 3

1 1

7

5 2

3 5

7
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表Wl-14 郵 送 アンケー トによるクマ類に対する住民意識調査表

ッ` キ ン  フ  ダ マ  ‐  ヒ グ マ =こ 口可 fろ              貿 自 4 .ク マの生回に,い てR“ じ=ヤ

ア ン タ ー ト ロ 主
3 ' ' マ のi t i や は C A 【 ヤ小

0ド レグ,、ヤマツ', ,ラ ●Cと日的質のェ,, ` =

0レ うややケをと●■■,わつ`の
、        ` , )日 本宮宝宝的研えtン ター

0そ の色 `電入: `                 〕

おて電=こ 子●OT口 Aで くだ書い。 t■ 入: 'つ とこうは内8               2),マ の生活について

Oa何 で生活している●●Ⅲてくだ書い

0日 子●いいて,と モ■皆している

0モ のは 1■入:                   〕

■日 1.,こ たととくujへぃぃょャい                                   .              t

ィ         R日 3.と こぅで,ク ヤこととに人や=百 t慎 ,Bろ しい0由 だとBい ,ヤ
0 と く,( か、そA と | ■ ■をしい0 しあやすい0 的 でしょう0 ヽ
0た とに行く

0じ と^ど 付●・ない                                 0人 や忘itと く“うならしい0鶴

0け つヽ`tt“ い事、時には人●車う0也

■82.ら をた0け にtt、ゥキクヮグヤあるいEセ タ▼atとこしてぃとヤ0・              0人 |1生田●!ゃ 0い 書tけ Aば 、危rt"た ることはない

わとをしい0亀
0い こ

0人 に口Aや すぃおtを しい0匂
● い0い

0そ の出 t日入`                   |
0わ Ⅲらをい

■■l ss上ORRに 四■してヽ■ヽし,す 。,マ Jな らい ■`的あるいE33
真■ 3‐1,生 の″ヤに出会ったこと、コくntら車●■たこと、,る いこ足

ととしい0白 だとはとに■じけとしたか
を、■'そ 食っためとをど●えたことJお 'と ヤnt

O自 分の“とめ体いぅら
0出 白ったことおり ●

0人 の言e■ ぃて
0■ くから“●みたことがあ●

0新 日、,レ ど、本をど●■て
o定 ,ti● ●食ったうとをど●■たことJう と

0そ のt ti入 8                    ,
o・ 、tra l。ぃ

ス葛?‐1■ 缶鶴ゃ“体ネヘo■ ■とにっいておい 0し ,す :タ マじn体 Ⅲお
I円 3‐= tと の■■ 8‐Iで 0と をたた人のあJ● Aく だをい''生 のタヤ

こいは口■ネに■8● ●える■子“的匂■とをぃまヤ●・
に出●つたたとを、aF内の人atら口いたことJめ ,と す0・

0"寄 に■■“o的
0あ る

0 3 tに は■●●A●
0と い

0■ ,■ ●uど の■は4い

O  i t tっ たくをい
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■をのう0■ 体的なららいに0第 本のとHを はえてくだきい
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0賞 子はとい

貫ヨ|.あ なたの▼んでいちよる■ t村〕Tの ,マの生とは芭々えていると
8い =すか■ってぃると思いとすか

0■ えている

0嵐 ってヽヽる             ‐

0■ めらない
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R日 |‐lタ マにた| しヽて今と、どうこってぃけ〔よいい出田●じよ▼忠ヤ、
あをたはタマは白強,の 中にOR4● 旬だとをいをすかtit`■
,を 0的 だnS I不め要だと33■4■ しょう|・

0あ R“ 0輸

0■ ,だ DBら不あ瞑

R日 |‐2A体 的に今後ど,aっ てぃけtrとぃぅ告□|し をャ

0"Aを どを,■ して,8的 tc aEしていく
● ar「的ゃ8“ 本に■●●与える■●ヒ由ロャ3J、 そAtt舛は
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0タ ヤに■■を,的 だからごく―Bのほ=区 など●いさょにヤ■
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【VEl草 社 会的調査】

3. ヒ グマとツキノワグマの各国の生息状況 と保護管理

(と りまとめ ,日 本野生生物研究センター)

1.調 査フレームど調査目的

クマ類は生物圏の構成者の一員として、また狩猟 (スポーツハンテイング)対 象、毛皮 ・

胆嚢などの生産資源生物として、永続的に個体群を維持 していく必要が認められている。

一方、クマ類は、人と遭通 した場合事故が起きる危険性があること、および生息地と放牧

地 ・農地 ・林業生産地域が混在 している場合、家畜 ・農作物 ・植栽木などに被害が生 じる

場合があることから、個体群と生息地域の管理区分が重要な課題となっている。日本での

今後のクマ類の保護管理の参考とするため、本調査研究で調査対象としたツキノワグマ ・

ヒグマの分布する各国のクマ類の生息状況 (status)と 保護管理施策を整理 した。 ヒグマ

については、アメリカ、ヨーロッパ地域における具体的な保護管理の体系と被害防除方法

についても資料を整理 した。さらに、日本におけるヒグマ ・ツキノワグマの狩猟管理と保

護策の状況についても検討 した。

2. ヒ グマの生息状況と保護管理

(1)生 息地域と生息数 ・捕獲数

1)生 息域と生息概要

ヒグマの世界的な生息状況、保護管理の状況はCowa■(1972)、Curry―Lindahlく1972)、

Vereshagin(1976)、 LeFranc et al.eds。 (1987)、 日本では米田 (19脱)、 北海道大

学 ヒグマ研究グループ(1982)、犬飼 ・門崎(1987)らにその概要が紹介されている。ここで

はこれらの資料を再編成 してヒグマの分布域、地域別生息数などを示す。

ヒグマは北半球に広 く分布する。こ―ラシア大陸ではスカンジナビアから北海道を含む

極東アジアまで動物地理学上の旧北区域に生息する。 しかし、ヨーロッパの広い範囲と中

央アジアの砂漠地帯は分布空自域となっている。西ヨーロッパでは、ビレネー山脈、イタ

リアアルプス域に後に示すように小数個体が隔離されて分布するだけである。東ヨーロッ

パのパルカン半島からカパラチアン山脈域にはまだ比較的多くのヒグマ個体群が残存 して

いる。北欧のスカンジナビア半島では、ソピエ トと国境を接するフインランドにはまだ多 く

のヒグマが生息するが、ノルウエー、ス,一デンでは生息域、生息数は限られたものになっ
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てきている。イギ リスにも12世 紀までは ヒグマの生息記録があるが絶滅 した。その他、

ドイツでは1836年に、スイスアルプスでは1904年、フランスでは1937年に ヒグマは絶滅 じ

たとされる。アフリカ北部のア トラス山地で もヒグマは絶滅 した。

北アメリカでは、動物地理学上の新北区、アラスカからカナダに広 く分布 し、ロツキー山

脈ぞいにメ■シヨにかかるあたりまでが分布域 となっている。 しか し、メキシヨ北西部を

含むアメリカ合衆国では 19世 紀からの西部開拓の進行とともにとグマの生息域は減少 し、

分布前線は北西部へ大 きく後退 した。アメリカ合衆国におけるヒグマの現在の生息域面積

はか っての分布域面積 の 1%に すぎないとされる くしeFranc et al.eds.1987)。

表WEl-15 世 界の ヒグマ生息数 と捕獲数 (Oovan(1970)などか ら作成)

地 域 国 名 生息数(頭) 捕 獲数(頭/年 ) 備 考

】ヒジK    カ  ナタ
'

アメリカ合衆国

アラスカ

(小計)

北欧  フ わランド

′ルウエー

スウエーテ
ヤ
ン

(小計)

口雪ヨー    スヘ
・
イン

■,′ヽ
・
  イタリア

〈小計)

東ユー  ■ ―ゴスラと
'7

口"ヽ
・
  フ

'ル
カ
'リ

ア

チエコスロA・キア

ギリツゃ

その他

(小計)

ツと
'エ

ト

日本

その他

(′J 言ヽ十)

合計

18,600

600-1,000

15,300

(34・500-34,900)

1,000

25-50

400

(1,425-1,450)

60-70

60-80

( 1 2 0 - 1 5 0 )

700

1.300

230

700

4,000

( 6 , 9 3 0 )

83,000-103.000

3,000

3,000-10,000

(89,000-116,000)

128,850-155,880

5 5 0

6 0

7 0 0

( 1 , 3 1 0 )

50-100

,

9

( 5 0 - 1 0 0 )

0

0

( 0 )

9

9

,

9

9

( ? )

5,000-6.000

300-500

?

( 5 , 3 0 0 - 6 . 5 0 0 )

6 , 6 6 0 - 7 , 9 1 0

150頭の推定 もある

19世紀には2,000頭生息

ラッフ
・
ランドでは'7猟あり

カンス領にまたがる

国立公園内生息

ハ
'ル

カン半島に生息

〕A・テチアン山脈中心に生息

生息数70、00 0の推定 も

北海道

アフお
'ンーモンコ

'ルー中国
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2)地 域別の生息数 ・捕獲数

表WIl-15に 前述のCowan(1972)ら をもとにCurry―しindahl(1972)、Vereschagin(1

976)な どの報告 も加えて作成 した地域別 。国別の ヒグマ生息数、捕獲数を示 した。世界の

ヒグマ総生息数は約13-16万頭 と推定 され (1970年時点)、 その地域別生息数比率は北米

に 1(3.5万 頭)、 ユーラシア3(10.5万 頭)の 配分となる。北米ではカナダ ・アラスカが

その生息数の大部分を しめる。ユーラシアではソピエ ト領域が生息数の 8割 近 くを しめ、

同時に世界の ヒグマの半数以上の生息地 となっていると推定 される。捕獲数は約7,000頭/

年 となる (1970年代始め)。                ｀
       (

(2)地 域別の保護管理の状況

1)基 本認識

クマ類の保護管理に関 してJonkel(1978)は 、 「多 くの地域でクマ類は、望ましいわけ

でないし、狩猟獣でもない。クマと人との対立 ・事故 (conflict)の解決策は向上 してな

ヽヽ」  (1■ ma■y areas, bears were considered neither desirable nor galle species.

Conflict between bears and people did not ittprove the situation.)と述べている。

この状況は、狩猟獣でないという点を除 き日本にもあてはまる状況といえる。Herrero

(1976)も、アメリカ合衆国のグリズリーの保護に関 して、 「国立公園においてなぜクマ

を保護 しなければならないのか、クマ類は人の利用域 (anywhere near civilization)で

は生息がゆるされるべきでない」 とするクマ類保護反対論と、 「自然構成者 としてその存

在を認める、科学 ・文化的 ・教育価値の観点か ら守るべきだ」との保護論の対立があるこ

とを紹介 している。 しか し、後に述べる世界的な保護管理の時代的変化に示 されるように、

クマ類の保護に対 しては捕殺によるコン トロールよりも、種 ・生息地の保護を基調 とした

方向が強まっている。アメリカ合衆国では生息回復計画さえ進められている。 しか し、基

本的にクマー人の問題は解決 してないため、クマ類の保護管理の基本目的 ・方策 として次

の4点 があげられよう (Jonkel(1978)、Robinson and Bolen(1984))。

1)生息地保全

2)人との対立 ・事故を最小限に抑える

3)クマ類資源の利用と非利用のパランスをとる

4)クマ類の習性 と保護管理必要性の一般理解を深める

これらの目的 ・対策は、後にアメリカ合衆国の国立公園におけるクマ対策でも紹介する

ように、人 (クマ生息地における野外活動、土地利用、狩猟)と クマの両方の管理が必要

なことを述べている。

2)各 国の生息状況と保護管理の状況

次に国際クマ会議報告書集 (lUCN Publication New Series No.24,40)の現況報告
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(Status)の部分か ら各国の とグマの生息状況 ・保護管理状況を整理 して述べる。

①西 ヨーロッパ

西 ヨーロッパ (フランス、イタリア、スペイン)で は生息数が少な く絶滅の恐れのある

生息状況にあることか ら、保護を基調とした保護管理策がとられ 〈HerrerO、1976)、 絶滅

を防 ぐための調査研究が行われている。スペインでは879k冊2を とグマ保護地 とし、生息数

増加に成功 している (Notario、1964)。 イタ リアでは1970年にヒグマは種保護の対象 とな

った くRoth、1976)。

②北欧      `

ス,一デンでは森林開発などによリヒグマの生息改変が進んでいるため、生息保全の必要

性などが述べられている (Curry一Lindahi、1972)。 ノルウエーでは、1973年か らヒグマは

保護獣 とされた。その結果、個体数は回復 し生息地の広がっていると報告 されている (

Kolstad、1986)。 フインラン ドでは、 ヒグマの狩猟が行われている。ソビエ トからの国境を

東か ら西へ越えて くる移入個体が逆方向の移出個体数より多いことが観察 されている (

Palliainen、1983)。 ノルウエーの ヒグマについては、Mysterud(1989)力 S個体群の生息

状況に関 して次の区分を行 うことを提案 し、また、 ヒグマの絶滅過程について図VIl-1の

ようなフローチャー ト図を示 している。

ヌ牟   柄 依辞ヌ今名称           状    況

1

2

3.

4.

5.

生息地

減少

独立個体群ユニット

部分的独立個体群ユニット

非独立個体群

疑似個体群

一時的個体群

移入個体のない個体群、繁殖率は高い

崖密露おお替穏喬場策宿藻暴ゑ装
生息密

警努皆完宅急ど描族洋移入個体
のみでき

繁殖の行われてない個体群
個体群周辺部で分布は一時的

Ｆ
Ｉ

Ｉ

Ｉ

Ｉ

Ｌ

孤立化

‖E暑 暑岳:骨 ::母 暑 j書 言を言モ]十

一→大型捕

零

者絶滅

絶滅要因 (壊滅的流行病)

繁殖低下 ―一 きまざまな変動要因 (個体群、遺伝子)

図VEl-1 ク マ類の個体群絶滅のフローチャー ト
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図Ⅶ-1

③ ソビエ ト連邦

クマ類の個体群絶滅のフローチャー ト

パイカル湖沿岸地域など東部地域では、狩猟がさかんで生息数 も減少 しているが、自ロ

シア、エス トニア国など連邦南部 と西部の9共 和国ではヒグマ捕獲を禁止が検討 されてい

る。 ウラル山地南部、カザフスタン山地などではヒグマ保護区設置が進められている。ま

た、クマ猟におけるヘ リコプターや乗 り物使用禁止などの規制 もある(C r a c h e v、、19 7 6 ;

K a a l、 1 9 7 6 ; S h a r a f u t d i n o v、1 9 7 6 )

④アメリカ合衆国

アラスカを除けば、全生息数が2,000頭以下と少なく絶滅地域 も広いことから、国立公園

を中心に保護を基調としたヒグマの保護管理が行われている。また、絶滅地域ではヒグマ

の復帰 (Recovery)計画が1982年から進められ、そのための候補地の優先順位づけ調査や

生息地選択性に関する調査が行われている (例えばDavis、et al.(1985)など)。 モンタ

ナ州だけでは、とグマはまだスポーツハンテイングの対象となっている。 しかし、その捕獲

割当は25頭 (1984年まで)か ら15頭 (1985年から)と 少ない。だが、国立公園でのクマが

ヒトを殺傷する事故が生 じたことから、ヒグマの絶滅論 (Moment、1970)の提唱されたこ

ともある。 しかし、これに対 してヒグマによる事故発生率は100万人中1.13人程度の低いも

のであるからその必要はない、とする (HerrerO、1976;Martinka、1976)論議があり、現

在は上記のように復帰計画も進められているように保護を基調としたものになっている。

ただし、そのためキヤンプ地へのとグマの誘導を減らす必要などがあり、後述のように自

然公園利用者に対 してヒグマの生物学的知識の普及とゴミの完全処理の啓蒙、有害なクマ

の捕獲一移動などの対策が図られている。

⑤カナダ

1975年に絶滅に瀕する種 (threatened species)に指定されている。その具体的な保護

管理策は州により異なり、狩猟 も行われている州 (British Colunbia州など)も ある。ア

メリカ合衆国のヒグマの生息状況と比較するとカナダの状況はよいとされるが、石油探査

のための道路開発などの進行、放牧地の拡大、森林開発 く伐採〉などによリカナダのヒグ

マ個体群、特に南部地域の個体群への圧迫が強まっているとされる (Horetsi、1985)。こ

のため、長期的課題として保護区の設定など、短期的課題として個々の開発規制と狩猟管

理の検討が必要だとされる。

⑥その他の地域

小アジア、中国、モンゴルなどにおけるとグマの保護管理状況は不明な点が多 く、今後

さらに資料検索を進める必要がある。

全体として、1970年代からは、1)生物圏の構成者、特に極相の森林の最終消費者として

の保護 (種多様性の維持)、 2)endangered speciesとして、3)生物資源、として、ヒグマ
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これには、大型獣保護に対する心理的な感情も作用 していると考えられる。 しか し、現実

の被害防除のために、生息地の評価区分、国立公園などにおける登山ルー トや利用ゾーニ

ングにおけるその生息地区分の適用などが課題となっている。

(3)ク マ類の保護管理策の例

クマ類の保護管理の具体的内容と問題点を北米大陸を中心にさらに詳 しく見ておく。

1)ア メリカ合衆国における保護管理の体系        ,       1

アメリカ合衆国では、国立公園における人―クマの事故防止、人―クマの土地利用競合

の軽減などのためさまざまな保護管理策が試みられているためここでその概要を整理する。

クマ類の保護管理に関するアメリカ合衆国での保護管理策の体系をまとめて整理すると図

WIl-2のようになる。

捕獲割当制 (annual quota)の目的は、毎年の個体群への新加入個体である若齢獣を取

り除 くことで、それらの個体が人間の開発地へ分散 してくることを予防するためとされる。

rotected aninal, Ende■ gared species) ;       ネ ,キき','マ

保護地域  : 原則保護、危険なクマの

みとり除 く

移動 (re10catiOn)

図VEl-2 ク マ類の保護管理体系の概要 (アメリカ合衆国など)
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2)国 立公園における扱い

国立公園におけるクマ類の保護管理のためには、前述のようにクマ類 と人の両方の管理

が必要である。 ここでは、Cole(1976)、 Craighead and Craighead(1976)を主に参考に

してアメリカの国立公園におけるクマ類の保護管理の状況、その問題点などを整理する。

国立公園には、 リクリエション地域 としての機能 と野生生物の保護、そのための生息環

境の保全が求められる。 しか し、そのためには公園訪問者のクマによる事故防止 とクマの

保護の調整が重要な問題 となるとアメリカのイエロース トン国立公園 も例外ではない。

イエロース トン国立公園には約200頭の ヒグマが生息する。国立公園内に生息するクマ類

の保護は、公園の基本的目的の一つである (Cole、1976)。 しか し、1930年か ら1969年ま

での40年間に63件のクマにより人が殺傷 される事故があった。これに対する対策の一つと

して、1930-1969の40年間にのべ127頭の ヒグマの捕獲一移動処置が、またのべ60頭の捕殺

が行われた。人―クマの事故の95%は 人工のエサが関連 しているとされる。1964-66年間

の夏季には100頭以上の ヒグマがTrOut Creekのゴ ミ処理場に集中することが観察 された。

イエロース トンの ヒグマはヒト非依存個体 (野生生息個体 i Vild living)とゴ ミ処理場依

存個体 (garbageaddicted)の2つ のタイプに分けられる状況であった (Craighead and C

raighead、1976)。 このような状況から1968年にはゴ ミ処理場の開鎖が試みられたが、こ

の処置は長期間にわたってゴ ミ処理場を採食場の一部に取 り入れてきたイエロース トンの

ヒグマの行動に大 きな影響を与えることになった。

イエロース トン国立公園におけるヒグマの生態調査 とこのような保護管理の経過を踏ま

え、Craighead and Craighead(1972)は、国立公園において今後のクマと人の共存を図っ

てい く方策として次の 3点 が必要なことを指摘 した。

1)ヒグマを誘導 しないため公国内のキヤンプ地 と園地の清潔を保つ くエサの排除)

2)公園訪問者はクマによる若子の (平均 して90万人に一件の割合)ク マによる事故の リ

スクを負 う

3)ゴ ミ処理場の開鎖はいきなりでなく、 しだいに閉鎖するようにする

これに加えMarsh(1976)は

4)公園訪問者に対するクマの習性 ・生態教育の必要性

を述べている。

3)狩 猟規制 と捕獲奨励の状況

ここでは、ヒグマの狩猟が行われているいくつかの国での狩猟規制の現況について これ

までの記述 と一部重複するが整理 してまとめたい。

・チエコスロバキア : 捕 獲救は生息数の5%以 内にとどめる

捕獲 ライセンスが必要、猟におけるのりもの使用禁止ソピエ ト連邦 :
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・アメリカ合衆国 :  モ ンタナ州でのみ狩猟可 (アラスカを除 く)、 毎年の捕獲割当

は25頭 (1984年まで〉から15頭 (1985年から)

・カナダ :      州 により、捕獲許可期間、捕獲頭数に規制があるがこれは州の

狩猟協議会によつて毎年決定される

また、カナダやアメリカ合衆国では狩猟ライセンスに関 し狩猟税の他にライセンス料を

課 し、その料金に州住民と非住民に差をつけ非住民には高いライセンス料を課す、また捕

獲に成功 した場合に′は トロフイー料を課すなどの処置を行っている。

とグマの公的な捕獲奨励金制度 (official bounty)があるのは日本の北海道のみとさ

れる (1970年時点 i Cowan、1972)。アメリカクロクマは、アメリカ合衆国の‖est Virgi

nia州の一部で個人的な 捕獲奨励金が支払われているだけとされる。

(4)と グマの今後の保護管理のあり方と防除方法

主にヒグマを対象とした今後のクマ類の保護管理のあり方と防除方法にに関 して、LeFr

anc et al eds.(1987)を主に参考にしてその方法、考え方、具体例を以下整理する。

1)保 護地域区分

人とクマの土地利用を区分 しての共存を目指 し、次のような土地区分が提案されている。

1)第1地域 ;ヒ グマの生息地の中心地。 ヒグマ生息地保護優先。ただし、有害

体はその背景、内容を調査の上必要があれば取り除 く。

2)第2地 域 :競合地帯。他の土地利用とヒグマの生息地が競合した場合、他の

土地利用を優先する。ただし、そこがヒグマの生息地として重要な場合は

ヒグマ優先。有害個体はコントロールする。

3)第3地 域 ,キ ャンプ場などとしての利用地。人―クマの事故を最小にするよ

う管理する。

4)第4地 域 :潜在的にはとグマの生息が可能だが、現在は市街地など人間の上

地利用域となり普通はクマの生息地 しない地域。

5)第5地 域 :ヒ グマの非生息適地 (乾燥地帯など)。

しeFranc et al.eds.(1987)によれば、アメリカ含衆国のヒグマ生息地をこの基準で区

分すれば、全体約4.4万愉2生息地のうち98.5%が第 1地域、1.5%が第 2地 域に区分される

ことを述べている。

2)狩 猟規制

狩猟規制やハンターの義務に関 して次のことが提案されている。
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1)狩猟によるヒグマの死亡率は地域の生息数の 5%以 下、スポーツハンテイングでは2-

3%に とどめる (捕獲数100頭以下の場合)。

2)メス個体捕獲率が低い場合はもうすこし高い割合の捕獲が可能。

3)その後の捕獲わ く決定のため、ハンターは捕獲個体の年齢 ・性別などに関するデータ

を提供する。

4)有害獣駆除となるquota(捕獲わく割当)制 はさけるべき。

5)効率的な保護管理ゾーンのみなおしは生態的物理形質基準を考慮すべき。

また、子づれのメスクマを捕獲 し事い、非居住者の狩猟にはガイ ドか 19歳 以上の居住

者を同行させる、総捕獲数規制においてメスグマの捕獲にはオスの3倍 のポイントを与え

その捕獲を軽減する、ことなども提議されている。

生息数に対する捕獲数の書け合については、Jonkel(1978)も生息数の1/12か ら1/17に

とどめるべきとしている。日本でも例えば河野 (1985)はヒグマの捕獲は生息数の 10%

以下にとどめるべきとしている。

3)防 除対策

捕殺や捕獲―移動によらないクマ類の防除対策として試みられたこと、そのアイデアな

どについて整理するとつぎのようにものが上げられる。

1)電気棚 ;養蜂箱のクマ被害防除やゴミ処理場などでの防除に有効

2)非毒性忌避物質 :ト ウガラシ成分の有効性が認められている。スプレー式の トウガラ

ン成分忌避剤が開発されている。タマネギスープ、アンモニアヽマスター ドなどに比

ベ トウガラシ成分は有効が高い。

3)音響防除 :物理的な音と生物的な音 (クマの闘争音など)に よる忌避効果の試験例が

ある。ホッキョクグマに対 しては、高周波と生物的な音の組合せで忌避効果が認めら

れる場合があった。

4)視覚的防除 ;フ ラッシュなどの視覚的な手段による防除効果試験例がある。はっきり

した防除効果例は少ない。

5)発射物 :ゴム棒を発射する装置あるいはプラスチック弾を散弾銃で発射する方法が試

みられている。プラスチック弾はゴミ処理場にくるホッキョクグマに対 しては有効性

が認められなかった。 しかし、プラスチック弾は低コストであり12番 散弾銃が使え

る利点がある。
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3.ツ 手ノワグマの生息状況と保護管理

(1)ア ジア地域におけるツキノワグマの生息と保護管理状況

ツキノワグマの世界的な分布状況と国別の生息状況 ・保護管理状況について整理する。

ただし、情報量は少ないため詳 しい状況は不明な地域 も多い。また、日本については前項

までに捕獲と保護管理状況 (狩猟 ・有害駆除管理)に ついて述べたのでここでは触れない。

1)ツ キノワグマの分布域

ツキノワグマはユーラシア大陸の東南部のアフガニスタンからインド北部一ネパール、

インドシナ北部 (ピルマ、タイ、カンポジア、ベ トナム北部)か ら中国南部、さらに朝鮮

半島一中国東北部からアムール河を越えたソピエ ト連邦沿海州に分布する。このようにツ

キノワグマは生物地理学的にみて東洋区北部と旧北区南西部の境界域を分布域とするが、

基本的には東洋区生息種とみなされる。中国の中央部もかっては生息地であったと考えら

れるが、現在は中国南部の分布域と中国東北部一朝鮮一沿海州分布域は切り離れている。

島では、海南島、台湾、本州、四国に分布する (九州では1987年に捕獲があったが現在の

自然分布は不明)。

2)各 国の生息状況 と保護管理

ツキノワグマの国別の生息状況と保護管理状況について述べる (ツキノワグマの学名は

Selenarctos thibetanusとするものが多いが属名にUrsusを採用する報告もある (Cromov

and Baranova(1981)とこれを受けた田onacki et al(1982)による)

① ソピユ ト連邦

沿海州の中国との国境付近に生息。一部はヒグマの分布域と重なっているが、ツキノワ

グマはヒグマに比べ採食のための木登り行動が多く堅果類の採食重が多いなどの違いがあ

る (プロムレイ、1968;藤を ・新妻訳)。

②中国

東洋区分布要素をもち中国南部に分布するが北東部にも生息する。また、海南島にも分

布。標高1,500mあたりの山地を主な生息地とする。毛皮、胆、肉掌などの経済的価値は高

い (高、1987)。作物に被害を与えることがある (四川資源動物誌編集委員会、1986)。

中国第 3類 保護動物 (中国科学院青蔵高原総合科学考察所、1986)。海南島では冬眠せず、

生息数は減少 (広東省昆虫研究所動物室 ・中山大学生物系、1983)。雲南省では、ヒグマ、

マレーグマ (生息数はまれ)と ともに生息する。ツキノワグマ、マレーグマは冬眠 しない。

ツキノワグマは大面積伐採と捕獲 (薬材料用)の 影響を受けていたが、現在は第 3種 保護

動物として保護されている (野崎、1985(王、1985))。
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③台湾

山岳部の中腹以上の高地に小数生息。毛皮 と漢方薬利用のための捕獲 と森林伐採により

生息域はせばめられている。1972年以降、スポーツハンテングとしてのツキノワグマの銃

猟は禁止 され、天然記念物 (National Monunent Reserve)に指定 されている。 ツキノワグ

マがまだかなり生息 していると見 られる自然林に野生動物保護区が数力所制定 されている

(郭、1985)。

④韓国

ツキノワグマは天然記念物に指定 されている。半島南部の智異山に32から36頭、韓国北

東部の雪岳山周辺に10頭前後など韓国の主要生息地合計で54から56頭の生息 (1981-83年)

している。 しか し、韓国全体では57頭程度か ら100頭以下 と見 られる。天然記念物 としての

保護 と密猟防止、被害防除が課題であり、また漢方薬や手掌生産に関連 したツキノワグマ

の輸出入のチェックなども課題 となっている (韓国野生動物保護協会、1983)。

③ タイ

Xra州の北部丘陵地帯で極めてまれ発見 される (Lekagul and McNeely,1977)。

⑥ ビルマ

南部では少なく (北西部)山 岳地の森林に多い。生息数は減少 しているとみられるがデ

ータはない。面積約600km2のShursetta科サンクチェアリで15頭の生息確認がある (Oowan、

1972)

④バングラデッシュ

森林の減少により生息数は減少 していると思われるがデータはない くCttaR、1972)

③ イン ド

カシミール、 ヒマラヤ、アッサム地方の標高1,500冊(冬)か ら3,600m(夏 )の 山岳地で

よく見 られるが、Teraiのジャングルで も出会 うことがある。人傷被害、家畜の被害がある

(Prater、1948)。 生息数は減少 (Cowan、1972)。

③パキスタン

Dir Stabの山岳地に生息 し、個体数は200頭以下。スポーツハンテングはないが、森林の

減少、放牧がクマの減少要因になっている。保護対策は行われてない (Oowan、1972)。

このように、韓国では天然記念物 として、台湾でも鏡猟禁止などの保護対策が行われて

いるが、ツキノワグマが広 く分布 している中国南部か らインドシナ北部の諸国およびイン

ド北部からアフガニスタン地域の生息状況 ・保護管理状況には不明なところが多い。 しか

し、これらの地域でも森林伐採、農業 ・放牧 との競合により生息状況は悪化 しているとこ

ろが多いことを上述の国別状況は示 しているといえよう。
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〈2)ツ キノワグマの通商規制 と保護区分

ツキノワグマに関 しては次のような国際的な通商規制 ・保護区分が与えられている。

C CITES(希少動物の国際取引規制 ;ワ シン トン条約):付 属書  Iラ ンク (1982年)

・IUCN(国際自然保護連合):亜 種 レベルで絶滅の危険があるあるいは分布域の広い範

囲で生息数が減少 している種 (中キ中)ラ ンクに区分 (Bruton and Pearson、1987)

ツキノワグマの取引と保護に関 しては、漢方薬や手掌重要が根強いことを反映 して、韓

国が日本か ら輸入する量が多 く、また日本 は 「熊胆」輸入量の多 く、その多量の輸出入に

おいては不正な取引があることが示唆されている。この取引量の多きは飼育個体か らの供

給か らだけでは説明できるものでな く、これ らの活発な取引 ・需要のための本種へ強い狩

猟圧力がかか り、有害駆除にも影響 していることが指摘 されている (野生動植物国際取引

調査記録特別委員会、1986)。

4.日 本におけるヒグマ ・ツキノワグマの狩猟管理 と保護

(1)狩 猟制度 とクマ猟

クマ類の保護管理に関わる制度 として、日本の明治時代以後の狩猟制度の変遷 について

簡単に整理 しておきたい。 日本の鳥獣保護管理 ・狩猟制度は何度かの改正があったが、ク

マ猟 とその保護管理の関わ りに注目してその主なものを取 り上げると次のようになる (鳥

獣保護研究会 (1970)「鳥獣行政の歩み」を参考にした)。

・1873年(M6)まで :鳥獣捕獲は放任 (江戸時代の禁猟に対する反動)

・1873年 (M6):鳥 獣規制 :銃猟を免許制 (銃猟以外は規制な し)と し、銃猟期間を規

症:(12月  1日 力】ら 3月 31日)

1892年 (M25) 狩猟規制 ;銃器以外の猟 も狩猟として規制対象に、ツルなど14種の保

狩猟法公布 11 8 9 2年の狩猟規制を踏まえた内容

護鳥獣の指定

・1 8 9 5年( M 2 8 )

・1 9 1 8年( T 7 ) :

サギ以外は ヒ

狩猟法の改正 :狩猟鳥獣46種を指定 (ただし、獣類はアマ ミノクロウ

グマ ・ツキノワグマを含めすべて狩猟獣とした、また海獣類の銃猟な

にゆだね られることになった)

狩猟法改正 :狩猟獣か らカワウソ、ヤマネコ、サル、メスジカを除い

狩猟獣13種を指定 (クマ類は狩猟獣に含まれ、狩猟期間は11月 1日か

でとされた)

狩猟法改正 ;鳥獣保護区制度の導入、狩猟鳥獣の捕獲禁止は知事許可

要)

どは行政解釈

19 4 7年(S 2 2 )

た

1 9 4 9 年( S 2 4 )

ら 2月2 8 日ま

1 9 5 0 年( S 2 5 )

に (公聴会必
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・195 7年(S 3 2 ) :野生鳥獣審議会設置 (19 5 8年には 「鳥獣審議会」となる):駆 除の許

可において猟期外捕獲にならないよう運用を厳正にすることなどを答申

・1962年 (S37)

猟鳥獣は知事

駆除班に含め

野生鳥獣による被害防除において鳥獣審議会より次のような答申 :狩

許可 。その他は農林大臣許可とする、防除技術の研修を受けたものを

る、共同防除を推進する

・1963年 (S38)

計画の導入、

「狩猟法」を 「鳥獣保護及狩猟二関スル法律」と改称 :鳥獣保護事業

全国制狩猟免許を都道府県免許制に、休猟区制度を設け保護地域制度

を 「特別保護地区」 。「鳥獣保護区」 ・「休猟区」の3本 立てに、鳥獣保護員制度 ,

を新設

・1970年 (S45) 環境庁発足にともない鳥獣行政は農林省 (林野庁)か ら環境庁へ移管

(ただ し、都道

では農林関係

・19 7 5年(S 5 0 )

・ 19834' (S58)

・1 9 8 8年( S 6 3 )

府県では対応はきまざま :都道府県地方事務所あるいは市町村 レベル

部門が依然、鳥獣保護行政に携わっているところが多い)

ワナ猟に関する環境庁通達 ,大型獣捕獲における危険なヮナ使用禁止

猟期のオリによるクマ捕獲禁止通達 (環境庁告示、第55号)

高知県、徳島県でツキノワグマを捕獲禁止

このように狩猟行政を整理 し、クマ猟とその有害鳥獣捕獲との関わりでクマ類の保護を重

視 した観点から狩猟と有害駆除許可、実施状況のあり方をみると次の4点 が課題として上

tガらオしよう。

1.1949年の狩猟法改正時にクマ類が狩猟獣とされ、その後の見直しはないこと

2.クマ類が狩猟獣であるためクマ類の有害獣駆除捕獲は都道府県知事許可であること く

,  こ れは実際には都道府県地方事務所許可となっている)

3.1963年の 「鳥獣保護及狩猟二関スル法律」への改正後の鳥獣保護事業計画制度の中で

のクマ類の位置づけ ・扱い

4.有害獣駆除における鳥獣審議会の1957年、1962年答申の具体化 (有害獣駆除を猟期外

捕獲としない、防除技術研修の必要性など)

(2)ク マ類の保護に関する考え

クマ類の保護の観点から、現在のクマ猟と有害獣駆除捕獲にはさまざまな批判、意見が

表明されている。その主なものを取 り上げて整理すると次のようになる。

・ツキノワグマは日本のプナ林を代表する動物であり、生態系の重要な構成者として保

護を計る必要がある (原則として狩猟禁止、保護獣扱いとする)

・異常出没やクマ類による農作物 ・植栽木の被害は生息地改変によるエサ不足、環境収

容力の低下によるものであるから生息地の自然林を保護する必要がある (保護地域の

設置)
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・有害獣駆除 としての捕獲は被害を及ぼす特定個体に限定 し予防捕獲を見直す (加害獣

特定せず、生息状況を考慮 しない無差別な春の一斉駆除や箱 ワナによる捕獲の見直 し)

・狩猟獣 (生物資源)と して収穫 〈捕獲)の 持続 ・最大生産を目指す (そのためには、

個体群動向の分析 ・調査に基づ く地域 ごとの捕獲 ワク制限制度の導入などが必要)

クマ類の保護に関する考えをまとめると、狩猟獣であることの見直 し、有害獣駆除におけ

る捕獲の適正化、クマ類の生息地 ・個体群保護のための保護区設置、資源状態の調査分析

の必要性を指摘 していると言える。

(3)有 害鳥獣駆除

クマ類の有害獣駆除捕獲が、上記のように保護との関わりで問題とされている。また、

有害獣駆除による捕獲は猟期捕獲より多い (例えば昭和61年度ツキノワグマの全国捕獲数

は、有害獣駆除捕獲数が1,625頭、猟期捕獲が953頭)。 ここではクマ類の有害獣駆除の考

えとその運用について整理する。

1)ク マ類の有害獣駆除に対する考え

クマ類の有害獣駆除の根拠として示されていることを列挙する。

・農作物、植栽木に対する有害鳥獣 (クマ類)に よる被害の除去および生活環境の改善

に資するため行う (都道府県の有害鳥獣駆除実施要項趣旨)

・ヒグマを駆除 しなければ北海道の開発はありえない。北海道のヒグマは世界的にみて

特に凶暴である (犬飼、1970)

・人傷事故防止のため予防捕獲を行う必要がある (秋田県、1983)

・生息密度を低下させ被害、人傷事故予防を図る (新潟県、1987)

・昭和24年の狩猟法改正による猟期短縮に対する補償処置として、クマ類の春の有害獣

駆除がある (新潟県、1987)

クマ類の有害獣駆除の根拠としては、このように農林作物被害と人傷事故予防のため生息

密度を低下させる考えと、猟期短縮に対する補償処置としての捕獲許可の考えが出されて

いることが注目される。

2)有 害獣駆除の実施

捕獲数が多く保護管理の上から検討の必要があるクマ類を含めた有害鳥獣駆除の運用、

実施状況を整理 しておきたい。都道府県、市町村段階で実施されている有害鳥獣駆除の流

れをまとめると次のようになる。
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国

都道府県

市町村

鳥獣保護及狩猟に関する法律、第12条

↓

有害鳥獣駆除実施要領 (1968年)

↓

都道府県有害鳥獣実施要領 (1968年)

↓

有害鳥獣駆除実施要領の運営について

,             ↓

有害鳥獣駆除実施計画 「駆除の実施

← 中 央鳥獣保護審議会

← 鳥 獣保護審議会

鳥獣保護事業計画 (被害発生

予察表)     ｀

有害鳥獣駆除対策協議会

(市町村長、農協、森林組

合、猟友会などで構成)

このように、有害鳥獣駆除の実施においては許可期間や捕獲方法を定めた実施要項で規

定されているが、実際の運用 ・駆除の実施は市町村に委ね られ、多 くの市町村では駆除計

画の策定は行政担当部課、農林業者代表、猟友会によって行われている。捕獲許可はクマ

類の場合知事許可が必要であるが、実際には都道府県地方事務所において許可が発行され

ている。このため捕獲数の策定などで適正さをかく場合もあるとされる。また、クマ類の

場合は事故防止の観点から出没 ・捕獲の後、市町村一都道府県地方事務所段階で事後承諾

の形で詐可書発行がなされることも多い。このような有害獣駆除の現状に対 してとグマ ・

ツキノワグマ保護の観点から多 くの批判も出されている。

3)都 道府県別クマ類の有害駆除に関する事項

有害獣駆除に対する上記のような批判を踏まえ無制限な駆除となることを防止し、駆除

の適正化を図るためのとして、ツキノワグマ ・ヒグマの有害駆除許可基準を内規として定

めている都道府県も多い。表Ⅶ-16に ツキノワグマ ・ヒグマの生息する30都 道府県の、

クマ類による農林作物被害発生予察表の有無と被害時期 ・内容、クマ類の有害駆除におけ

る捕獲方法、許可基準としての特記事項などについての一覧を各都道府県の第 6次 鳥獣保

護事業計画から取 り出して示 した。被害発生予察表はほとんんどの道府県が作成 していて、

クマ類による被害内容としては、果樹や養蜂、造林木を上げているところが多い。捕獲方

法としては、秋田県と和歌山県がワナの利用禁止を明記 している。クマ類の有害駆除許可

基準では、多 くの都道府県が、必要最小限の頭数捕獲にとどめるとの考えを示 しているが、

北海道など12の 都道県は許可日数、駆除班当りの捕獲顕数などについて具体的な基準を

示 している。日本のクマ類の永続的生存のため保護管理計画の見直じ中で、狩猟による捕

獲を上回る捕獲が現在生 じている有害獣駆除の許可基準について、捕獲によらない駆除方

法の開発や生捕個体の移動などを含め各都道府県で再検討 していく必要があろう。
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表Ⅶ-16 各 都道府県におけるクマ類の有害駆除に関する事項
1)

被害発生予察表

都道府県 有 /無  月 ・被害作物2)
捕獲方法

銃 ワ ナ

許可基準

容3)

北海道

青 森

岩 手

宮 城

秋 田

山 形

福 島

栃 木

群 馬

埼 玉

東 京

神奈川

新 潟

富 山

石 川

福 井

山 梨

長 野

岐 阜

静 岡

二 重

滋 賀

京 都

兵 庫

奈 良

和歌山

鳥 取

島 根

岡 山

広 島

山 口

徳 島

高 知

大 分

○

○

○

Ｏ

ｘ
Ｏ

Ｏ

Ｏ

Ｏ

Ｏ

Ｏ

Ｏ

○

○

○

Ｏ

Ｏ

〇

一
Ｏ

Ｏ

〇

一

1人3頭、銃3-9月 、ワナ6-11月

3日以内人家周辺出没の場合など限定

生態を把握 し許可基準を設定す る

1班当り3頭

必ず しも捕獲によらなぃ、1班1頭以内

4-5、3-12月果樹、養蜂(○)(O)(速 やかに対処、駆除班を編成 しておく)

4-11月、果樹、トウモBコン O O  銃 10日、その他30日

7-10月、果樹、トウモロコン(○)(○)
― ―   夕 7などには慎重に対処する

0  6-11月 、果樹、造林木 ○  ○    ―

0  5-12月 、造林木、果樹 (○)(○)  一

〇             (O)(○ )  一

0 4-6、 9-10月造林木、果樹 ○ 0  60日 以内、1班3頭

0  4-11月 、造林木トウモEコン(○)(○)  一

0  4-3月 、造林木、雑穀  O O   一

0  4-11月 、造林木、果樹 O O  l件 当り2頭、銃16日,ワナ90日以内

3-11月

4、7,10月

5-11月

4-5月 、8-10月

5-12月

5-10月、果樹、水稲

0  4-3月 、果樹、タケ′]

0  4-12月 、造林木、果樹

0  4-5月 、造林木

0  4-9、 2-3月、造林木

0  8-11月 、果樹

0  4-12月 、造林木、養蜂

○
0  4-10月 、果樹、養蜂

0  8-12月 、果樹

4 - 9・2 - 3月のみ、14日以内、1頭/1人

最小限 (1人当り捕獲数は定めない)

*狩 猟禁止

*狩 猟禁止

*狩 猟禁止

○ ○
(○)(O)

○ ○

O X

(○)(O)

○ ○

O ①

(○)(○)

1)各都度府県の第 6次 鳥獣保護事業計画書による

2)記載されている農林作物のうち第 1位 、2位 記載のものを取 り上げた

3)クマ類の有害駆除許可基準に関する特記事項記載を取り上げた (内容要約)

○ :記載のあるもの、狩猟方法では許可されているもの
一 :記載のないもの、ただし第 6次鳥獣保護事業計画書のクマ類の項に記載されて

ない許可基準などがあっても、この表では取り上げてない
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V I E章 今 後 の 保 護 菅 士率 と 調 査 研 究 課 題

1.検 討委員からの提言

(1)ソ 手ノワグマ ・ヒグマの今後の課題

―地域個体群の重要性と有害駆除の問題点一

朝 日 稔
・

世界的にみるとツキノワグマ、ヒグマともに、種としての分布は狭 くない。しかし、日

本あるいは東アジアでの分布を考えると、ツキノワグマは中国大陸奥地のほか、本州、四

国、九州と台湾 (絶滅 ?)、 朝鮮半島 (韓国ではほぼ絶滅)と 限られており、しかも島あ

るいは半島という条件で、それぞれの地域個体群が分断された状態となっている。日本の

なかにおいても、四国、九州の個体群は本州の個体群とは交流がなかった。 ヒグマについ

ても、北海道の個体群は大陸のそれとは地質時代に分離 し、以後の交流はない。

このような地域個体群で形態的な差が認められる場合には亜種としてとりあつかわれ、

種と同格のレベルの保護が考えられてきている。 しかし、ツキ/ワ グマやヒグマについて

の分類学的研究は必ず しも十分には進んでいるとはいえない。というのは、以前のような

数個の標本によって種あるいは亜種の記載をするにとどまるならそれぞれの地域個体群に

ついて変異を比較できないために、現在の形態分類学においては、す くなくとも数十個の

標本を調査するのが当然となっている。 しかし、クマに関 してそれだけの標本を蓄積する

ことは現在では困難となってきているからである。

今回の調査、研究において、日本でのそれぞれの地域個体群が、亜種レベルに相当する

だけの変異があるかどうかの検討には、残念ながらいたらなかったと今後、このような研

究をすすめる場合においては、このような研究のための標本の集積についてあらか じめ検

討 しておく必要がある。

形態的変異、亜種の問題はさておいて、今回の研究のなかで、十分には明らかにできな

かったにせよ、地域個体群のあいだで、生態的な差、たとえば冬眠習性や食性におけるち

がいがあるように示唆される点は注目される。それは、このような地域個体群の保護に関

して、繁殖の可能性に大きな関係があるからである。繁殖が可能かどうかは、形態上の差

中兵庫医科大学
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にも関係するが、生態的な差は直接に関連する問題である。とくにクマのように子が母と

ともにかなりの期間にわたつていっしょに生活する場合には母から子への生活習性の伝達

が考えられる。それが中断されるときには、条件によっては絶滅をひきおこすことともな

りうる。

クマは比較的広い食性をもっていはいるが、今回その食性調査が十分には実施されなか

つた。食性調査の手法はいくつか考えられているが、比較的簡単で、しかも確実な結果が

えられるのは胃内容物の検索である。そのためには、ある程度まとまった数の胃を入手す

る必要がある。 しかし、さきの形態上の検討とおなじく、その標本を集積することは困難

である。わが国ではこのような標本が入手できない大きな原因は、狩猟制度、とくに有害

獣駆除のありかたの欠陥による。クマについては、有害とする考え方そのものにも、なお

検討の余地があり、また、駆除の方法にも問題があるが、駆除として射殺された個体を研

究用標本として活用することは検討すべきである。

さきにふれたように、東アジアの島、半島においてはクマ類の絶滅がつづいている。日

本においても、九州をはじめ、西日本各地の個体群はすでに危機にあるといえる。絶滅の

原因はいろいろあげうるが、わが国においては有害獣とみなしての駆除、捕獲か過多とな

っていることは否定できない。今回の調査研究の成果をふまえて、すみやかに処置、対策

をたてられるよう期待する。
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【順章 今 後の保護管理と調査研究課題】

1.検 討委員からの提言

(2)大 型獣の保護管理

阿 部  永
・

日本の生物相の中で、栄養段階の最上位を占めるクマ類は、人間との激 しい交渉を持ち

ながらも、その特異な生態から、日本の国上の中では近年まで比較的優勢を保ってきた。

しかし、昭和30年代以降の急激な環境改変によるハビタットの縮小と直接的な捕殺によつ

て、近年では急速な分布域の縮小と個体群の分断化が進行 している。近年におけるツキノ

ワグマやヒグマの分布状況をみると、動物の絶滅仮定とはこういうものだといえるような

状況が具現されているといっても過言ではない。分布周辺域での分布の後退と小個体群の

孤立化、孤立小個体群の縮小と消滅が現実の問題として起こっているからである。

開発による生息環境の悪化と分断は今後ますます進行の度を増 していくに違いない。 し

たがって、クマ類のような行動国の大きな動物を永続性のある個体群として維持するため

には、生息地の分断をさけ、あるいは多くの小生息地を有機的に連結 (回廊林などによっ

て)す るような、野生動物をも考慮 した土地利用計画が必要である。例えば、分布を分断

するような、尾根越えの道路建設をきけ、回廊としての尾根筋を残 し中腹を トンネルで抜

くような措置なども有効であろう。これらを含め長期的な展望にたった生息地管理を行 う

ことが是非とも必要である。

クマ類の減少要因のもう一つの問題である捕殺に関 して、現在の日本の狩猟制度と慣行

は、クマ類に関 しては実質的に無制限状態 (最近の一部地域を除いて)で あるといっても

過言ではなく、国際的にもそのように認識されていることは甚だ造憾であると言わざるを

えない。これには法律上の問題、一般社会でのクマ類に対する感情や認識など一般通念な

どの問題 もあるが、わが国ではクマ類を含めた野生生物に関 して、管理のための一次生態

情報などを調査収集 し、それに基づいて管理を実行する組織がなく、法律を施行するため

の事務組織だけしかないところに大きな問題がある。野生生物管理という言葉だけが導入

され、管理組織の実質を伴わないわが国の現状のもとで、早急に具体的な処置を必要とす

る野生生物種が山積 している。野生生物管理業務の事業量は今後ますます増加 し、きめ細

キ北海道大学
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かな対応を必要とするようになるであろうか ら、その実行のためには高度の専門的知識を

必要 とし、日常的な諸問題に迅速に対応できるような公的組織を作 ることが不可欠である。

それは現在のような委託事業等によつて処理できる問題ではない。国や自治体において、

そのような実質的に有効な組織を作 り上げることはわが国の現状では至難のことであるが、

遠まわりではあって も、一方ではそれを指向する努力が是非 とも必要である。また、一方

では緊急の措置として、可能なあらゆる手段を構ずべきであると思われる。例えば、捕獲

に関 して、全国一律の扱いを改め、各個体群 ごとの捕獲数制限や捕獲禁止措置などが容易

にとれるような方策に改める必要がある。

世界に現生 しているクマ類 8種 のうち、比較的良好な生息状態を保 っているのはホッキ

ョクグマとアメリカクロクマだけである。アメリカクロクマは良好な管理の結果、生息数

は安定 しているか増加傾向にあり、現在約45万8000頭が生息 していると推定 されている。

このうち毎年10拷以下の4万1000頭が捕獲 され、そのライセンス料収入が1000万ドル/年 に

達 し、それがまた保護などに使われるという。一方、アラスカを除 くアメリカに分布 して

いるとグマは現在 6つ の小個体群に分断されており、それ らの保護のために1983年以降毎

年 200万ドルの予算が計上され、各種の研究 と管理努力がなされているという。経済大国

といわれるわが国の現状 とは比較すべ くもないが、この現実を十分認識する必要がある。

今回の調査プロゼク トのなかで明 らかになったことの一つは、秋田のツキノワグマや渡

島半島の ヒグマがそれぞれ世界に類をみないほどの高い生息密度をもっているらしいとい

うことである。 これはこれらのクマ類の生息地が複雑な地形 と豊富な雨重に支えられた極

めて豊かな植生をもち、生産力の大 きな、す ぐれたクマの生息地であることによるものと

思われる。 このようなわが国の豊穣な自然条件に支えられて、わが国のクマ類は狩猟獣 と

してこれまでのきわめて乱暴な扱いにも耐えて個体群を維持 してきた。 しか し、上で も述

べたように、それ ももはや限界に達 し急速に減少の道をたどり始めた ものと理解すべきで

ある。これらの状況か ら判断すると、今後10-20年における保護管理の如何が、わが国の

クマ類が存続できるかの命運を決めるものと理解 される。 クマは比較的長命な動物である

ため、その個体群の変化は緩やかであり、そのことが変化を見落としがちにするので、こ

の現状を十分認識 して対処すべきである。
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【Ⅷ享 今 後の保護管理と調査研究課題】

1.検 討委員からの提言

(3)ク マ類の今後の保護管理について

加 藤 陸 奥 雄
・

ツキノワグマ及びヒグマの生活環境が人間の生活域の拡大や産業開発行為によって悪化

したり、狭められつつある一方、狩猟は有害獣駆除によってその生息個体数が減少の一途

を辿りつつあることは憂慮すべきことである。このような現状に鑑み、人間活動との共存

をめぎして、保護管理すべき野生鳥獣として指定されたことは当を得たことというべきで

あり、この2つ の野生獣が将来にわたって生息 しつづけ、その生活環境の保全が末永 く適

切に行われつづけることを期待 したい。

過去 5年 間にわって行われた調査研究によつて、ツキノワグマ及びヒグマの生態学的解

析が飛躍的に進展 し、その保護管理方策をたてる上で多くの貴重な示唆が得られた。 しか

し具体的に保護管理を行うためには、なおかなりの課題が残されている。

以下、ツキノフグマ及びヒグマの保護管理に関連 して二、三の事項について述べたい。

1.ツ キノワグマ及びヒグマが人間を殺傷する性質を内在 していることからみて、狩猟並

びに有害獣駆除を全面的に禁止することはできないであろう。 しかし、現状においてク

マの生息個体数が減少をつづけていることに対 して、狩猟圧及び有害獣駆除の処置が関

与 していることが明かであることからみて、クマの保護管理については少なくともつぎ

の2つ の項目に留意する必要があろう。

1)調 査研究によって明らかにされたことであるが、生息個体数が減少 して、今後の種

族維持について危ぶまれている地域がいくつかある。これらの地域については、す

でに一部で行われているように狩猟ならびに有害獣駆除を禁止すべきである。

2)上 記の地域以外の生息域については、それぞれの地域の実態に即 して、計画的な駆

除方策をたてて駆除を実施する必要があろう。

クマの種族維持をはかるためには、それに必要な集団の大きき、すなわち個体数

とその生息を可能にする広さを持った生息環境が確保されなければならないことか

らみて、駆除の計画はそれを基礎として立てられなければならない。これについて

辛東北大学名誉教授
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はかなりの知見が得られてきたが、今後なお研究すべき課題は少なくない。

2.ク マが将来にわたって生存をつづけるためには、越冬条件及び採餌条件にねぎしたク

マの個体並びに個体群動態についての生態学的条件があるはずであるが、これは地域に

よって必ず しも同じではないであろう。更に植生並びに植物群落学的立場からの生息環

境の解析が平行 して進められる必要がある。

このことについても、すでにかなりの知見を得てはいるが、具体的管理方策を得るた

めには更に進んだ追及が必要である。

3.ク マによる人身事故の多 くは、人間側の知識の不足や不注意によることが多いことか

ら、今回の調査研究によって、クマに関する広汎かつ多様な社会教育の必要があること

の指摘や提案がなされた。

近年、人間の生活廃棄物を無思慮なままに自然環境に廃棄する事例が多くみられるよ

うになった。このような行為は自然の荒廃につながるので厳に禁止されるべきであるが、

これがクマの生息地域に接 している場合は特に注意すべきであろう。それは、この廃棄

物の中にクマの餌となりうるものが多くあるためにクマを誘引するおそれがあるからで

ある。ひいてはそれに依存する生活を強める結果となり、人身事故をおこす原因ともな

りうるからである。

4.以 上いくつかの項目について述べてきたが、クマの保護管理を適切に行うためには、

今回の調査報告において指摘された今後の課題の追及が強力に推進される必要があろう。

わが国には野生獣についての自然動物園はない。ツキノワグマとヒグマの生息域にそれ

ぞれ2ケ 所ずつ、少なくとも1ケ所ずつの自然動物園を設置したい。当然のことならが、

十分に管理するための施設がつくられ、調査研究職員が配置されなければならない。今ま

で述べてきた保護管理につながる課題はここで調査研究されるべきであり、ここでの成果

はここの管理を適切なものとするだけでなく、国内のすべてのクマ生息地域についての管

理方策をうちたてる役割を担うことになる。更にこの自然動物園は広汎な社会教育の場と

ならなければならないし、それを担当する職員 も配置される必要がある。

「緑の危機」が地球規模において論ぜられ、地球環境の問題が国際的関心を高めている

現状において、国内における開発事業が開発目的のみ先行 して、開発の対象となる地域の

自然条件、その価値についての重要性がほとんど無視されているきらいがあるのは、野生

生物についての 「レッド・データブック」に見るまでもなく明かである。 「自然と調和 し

た開発」が叫ばれて久 しいが、それが現実には行われていない。これは野生生物の保護に

ねぎした環境保全の研究の欠如によると言わぎるを得ない。このような見地からの国家的

試験研究機関の設立は緊急を要することといわなければならない。上に述べた自然動物園

はクマだけを対象としたものでなく、この試験研究機関の野外の調査研究地の役割をもつ

ことにもなるであろう。
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【口章 今 後の保護管理 と調査研究課題】

1.検 討委員からの提言

(4)ク マ類の過去と将来

佐 藤 大 七 郎キ

日本のクマ類の保護管理の欠陥について、諸外国 。国内の研究者からきまざまな指摘を

受けている。その中では、クマ類の保護管理において、欧米なみの充実 した制度 ・体制を

目指すべきとする意見が多く表明されている。しかし、欧米諸国におけるクマ類の保護管

理の歴史にも注意を払 う必要があろう。 ヒグマは、ビレネー山脈やイタリアアルプスの一

部地域を除いて、現在西ヨーロッパではほとんど絶滅状態にある。イギリスでは12世紀ご

ろにすでにヒグマは絶滅 したとされる。北欧でもフインランドを除きヒグマの生息は少な

い。北米では、アラスカでは生息数は安定 しているとされるが、アメリカ本上のヒグマ生

息数はごくわづかである。西 ヨーロッパで ヒグマが絶滅に瀕 していることには、例えばフ

ランスではその森林の90%近 くが過去に伐開され、農地 ・牧場などの開発が行われたよう

に、歴史的な土地 (ヒグマの生息地)の 開発と狩猟の集積が進んだことによる。ノルウエ

ーでは、19世紀半ばに急激に進んだ牧場の開発と、家畜被害防止のための狩猟によリヒグ

マを絶滅に近い状態に追い込んだ。アメリカ本土においてヒグマが絶滅に瀕 していること

には、19世紀の西部開拓によるロッキー山脈山麓地域の牧場開発や、無差別な狩猟が大き

く作用 した。そのように歴史的にヒグマを絶滅に近い状態に追いやり、保護管理といって

も国立公園など限られた地域での保護問題である欧米のクマ類保護管理の方法論を、その

ままクマ類がまだ比較的多 く生息する地域に適用することにはいきさかの無理があろう。

クマ類がまだ比較的多く生息する国 ・地域の住民が、保護管理といってもそれはクマ類の

生息地を西 ヨーロッパ、アメリカ本上のヒグマ生息地なみに限定管理 してからの話である

どの主張がでてくるのも当然と言える。先進国は、過去の自らの国の狩猟や森林伐採 ,野

生動物生息地開発の歴史を省みることなく、開発途上国や、狩猟制限などこれまでの保護

管理の成功でクマ類が残されている国 ・地域に対 して、一方的な保護管理観を押 し付ける

ことを反省する必要がある。つまり、クマの保護管理をめぐっても南北問題の構造がある

と言える。

日本は、雨量が多くクマ類にとって相対的に生産性の高い森林を持っていたこと、地形

や 日本野生生物研究センター
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条件で森林域の大規模な土地利用転換が起 きなかったこと、江戸時代の狩猟制限などが好

条件 として作用 し、工業化 した国の中では世界の中で も奇跡的に比較的広範囲に高い密度

のクマ個体群を近年まで維持 してきた国であると言えよう。 クマに限れば、南北問題構造

では南の国の立場である。それが、日本では第二次大戦後の産業経済構造 と森林 ・土地利

用の急激な変化により、人間の利用域とクマ類の生息地の競合が先鋭化 してきた。 これは、

ヨーロッパが近世に、ノルウエー、アメリカが19世紀にたどつた状態であるとみなすこと

ができるが、日本でクマ類 との競合の解決策 として現在行われている狩猟 ・駆除による問

題解決に対′して、国際的に非難 され、国内的にも問題点が指摘 されている。

歴史的な開発 ととグマの保護管理をめ ぐる南北問題 と同 じ構造 ・問題は、日本国内につ

いて も言える。日本は潜在的にはほとんどの地域がツキノワグマあるいはヒグマの生息地

であった。だが、耕作地の開拓 ・住居地が広がったことで都市部や大部分の平野部はクマ

類の生息できないことろになった。現在大 きな都市部や耕作地の広がっているところでも、

過去のある時点では人類 とクマ類の競合があったと言える。大都市 ・平野部は、狩猟や周

辺のクマ生息地を開発することでクマを追いやり、人間とクマ類の競合をさけることで発

達 してきた。クマ類の人間との競合は、現在は山村部、地方都市の山麓部に限 られている。

その山村部や地方都市におけるクマ類による危害の発生、農林作物被害に対 して、地域住

民が都市部 と同 じようにクマ類を撲滅させることで問題解決を図ろうと考えることは当然

とも言える。

しか し、現在の世界においては、ヨーロッパ、アメリカが過去に行 ったから、あるいは

日本の大都市や平野部では過去にクマ類を駆除することで発展 してきたか ら、との論理で

現存のクマ類の生息地をこれ以上せばめ、生息数を減少させることは許 されない。それは、

自然環境の保全、生物資源の多様性の維持といった一般的に現在広 く言われている論理に

もよるが、自然 と人間活動 との共存のあり方を目指 した新たな規範を確立することが21世

紀に向けた人類の将来に今必要とされるためである。 ヨーロッパ、アメリカでの とグマ圧

迫の歴史を踏まえ、日本で今後 どのようにクマ類の保護管理を進めていくかの技術的 ・論

理的規範を示す ことは、クマ類 との問題だけに限 らず野生動物の保護管理 と地域発展の調

整の課題をかかえる開発途上国に対する今後の指針 ともなろう。

このような国際的なクマ類の保護管理をめ ぐる状況を考えると、日本国内におけるツキ

ノワグマ、 ヒグマの地域個体群の絶滅は是非 とも避ける必要がある。そのためには、野生

生物 ・自然環境保護の規範を確立することが重要であるが、とりあえずの保護対策行動を

進める必要がある。具体策 としては、西日本のツキ/ワ グマ孤立分布域の狩猟禁止対策 と

北海道の ヒグマについては再生産維持のため総捕獲数 ワクの設定、適切な被害防除策 とし

て移動養蜂地での電気防除棚の設置奨励、それに生息数が数十頭 レベルまでになっている

と考えられる四国のツキノワグマの人工増殖などが上げられる。 このような具体策の実施

と、野生生物保護の新たな規範を構築 していくことを本調査研究の成果として今後いかさ

れていくことを期待する。
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【Ⅷ章 今 後の保護管理と調査研究課題】

2.標 議放逐 した日体の死亡とその要因の分析から明らかになった

とグマ保護管理のための方策について

間 野 勉
・

1.は じめに

野生生物の記号放逐個体の再捕獲調査は、個体群の密度の算定や、狩猟による捕獲率や

性別の捕獲されやすさの偏りの有無をしるうえで有効な調査方法であり、例えば北米のア

メリカクロクマでも行われている(【olenosky、1986)。しかし日本では、標識されたヒグマ

の再捕獲についての報告は、これまでに北海道北部地方で 1例 あるだけである (大石ほか、

1981)。本調査ではテレメトリーによる行動追跡を第一の目的としてヒグマの捕獲放逐を

行ったが、追跡調査期間中に死亡が確認された個体が5頭 あった。これらの個体の死亡要

因を報告 し、併せて個体群の受けている人為的な捕獲圧の問題や、本研究の結果から考え

られた被害発生の機構について論議するとともに、地域住民の安全の確保、被害防除、及

びヒグマ個体群の保護のために必要な対策について検討する。

2.標 議放逐日体の捕獲及び死亡の状況

表WE-1に 1989年末現在の放逐個体の現状について示 した。このうち放逐現場で過失に

よって射殺 したNo.1の個体を除 く10頭のうち5頭 の死亡が確認され、そのうち4頭 までが

人為的な死亡であった。以下に死亡が確認された個体について、発見されたときの状況と、

判明した死因について詳 しく述バる。

[Ho。4]

1988年12月2日 に松前町清部の道有林内で死体が発見され、同日中に回収 した。死体は

上ノ国町早川に運び12月10日に病理解剖を行った。死体の腐敗状況などから、死後 2週 間

程度と考えられた。死体には右後頭部から頼部にかけたライフルと思われる銃創が認めら

れ、銃弾は買通 していた。また、十二指腸には握りこぶし大のはえなわと思われる釣 り針

とテグスの塊が2つ 見られ、釣り針は腸壁に食い込んで完全な腸閉塞の状態であったと首

輸は装着 していたが、樹脂で固めた発信器本体が脱落 しており、裁断面の状態から、死亡

1北 海道大学
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する以前か ら脱落 していたと思われた。

[No.5]

1988年4月 28日午後 9時 現在で発信音が死亡 したときの状態になっていた。 5月 2日 に

死体を回収、上ノ国町大留の北海道大学農学部附属櫓山地方演習林に運び、病理解剖を行

った。 さらに採取 された胃内容物を分析 し、そのエタノール抽出液を北海道衛生研究所に

て毒物検出を行 った。死体に外傷はなく、また首輸の余裕 も十分あった。胃内容か らは ミ

ズナラの堅果や草本 (おもにザゼンソウ)と 共に、大型哺乳類の内蔵 〈ブタの気管)が 出

現し、また、胃内容物抽出液からは致死量の硝酸ストリキユニネが検出された く北海道立

衛生研究所成績書、委収第3-12号)。

[No.6]

1988年10月22日の年前 6時 頃にハンターによって駆除 された。駆除された地点に不法投

棄 されていたイカの内臓などの水産廃棄物を、10月2日 にこの地点に移動 して以来採餌 し

ていたと考えられた。

[No.9]

1989年7月 22日19時現在で発信音が死亡 したときの状態になっており、 7月 23日に死体

を発見、回収 した。 7月 24日午後に札幌の北海道大学獣医学部で病理解剖を行 ったが、死

因をはっきり特定することはできなかった。胃内容にはヤマグワ及びマルスグリの果実が

見 られたが、毒物などは検出されなかった (北海道立衛生研究所成績書、委収第3-29号)。

[No,10]

追跡中の1988年11月10日から20日にかけて発信器が脱落 し、行方がわからなくなってい

た個体であるが、1989年6日 の13時頃に、厚沢部町字弱の畑にて地元ハンターによって駆

除 された。駆除 された地点は発信器を回収 した地点より北東へ約25k冊離れていた。胃内容

物には トウモロヨシが見 られた。

以上のほか、聞 き込みによる状況証拠か ら、行方不明になっているNo.2の個体 も捕獲 さ

れた可能性が極めて高い。

3.考 察 と対策

(1)死 亡 と個体群への影響

テレメ トリー調査の遂行に当たって、地元猟友会に対 し、調査個体の駆除や狩猟を禁止

したり自粛 させたりする措置はとらなかったが、捕獲 した場合には必ず調査者に対 し連絡

をす るように文書にて事前に連絡を行 った。そのために、標識個体が特に狩猟者によって

選択的に捕獲 されなか ったということは考えられにくいと思われた。

まず捕獲率についてであるが、標識個体数が10頭と少ないために再捕獲率の計算はでき

ないが、放逐後 1年 内外で半数の個体が死亡 したことは、調査地域の個体群が極めて高い
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表町-1 北 海道渡島半島調査地の1989年12月31日現在のヒグマ標識放逐個体の状況

性別 現 状 放 逐年月日 死 亡年月日 死 亡要因体
号

個
番

メス  死 亡 87.5.27-28
+ス  不 明 87.7.9-10
メス  生 存 87.8.10-11
ォス  死 亡 87.8。23-25
オス  死 亡 3T.10。3-5
オス  死 亡 88.7.27-28
ォス  不 明 88.8.14-15
メス  不 明 88.9.7-3
メス  死 亡 88.|.7-8
オス  死 亡 88.9.27-28
ォス  生 存 88。10。3-4

調査遂行上の過失

銃殺キキ
毒殺
人里定着による駆除

不明
畑作被害による駆除

8 7 . 5 . 2 9

8 8 . 1 2 . 2キ
88 . 4 . 2 8
8 8 . 1 0。22

8 9 , 7 . 2 2

8 9 . 9 . 6

キ死体発見日時.死 亡時期は1988年11月中と考えられた。
料銃殺時の状況は不明.

人為的な死亡にさらされていることを強 く示唆 している。北米のハイイログマ個体群を研

究 しく狩猟による捕獲率は10%を越えることは望ましくないとしたPearsoR(1975)の報告を

考慮すれば、本調査域のヒグマ個体群には個体群の存続を危 うくする死亡が見られること

が懸念される。狩猟による捕獲が個体群に与える影響について、わが国ではこれまで信頼

できる報告を得ることはできず、これらの分野に関する早急な調査研究の充実が求められ

る。

(2)被 害発生の要因と対策

次に、人為的な要因によつて死亡 した全ての個体の胃内容物に人的なものが検出された。

農学部作物に被害を与えて駆除されたNo.10の個体を除き、これらの個体は人間の生活域の

近辺でゴミなどの採銀活動を行っているうちに死亡 したことから、捕獲される要因を人間

がつ くりだしていたとみることができる。このうち、No.6の個体について、駆除されるま

でに現場の周辺の0。4km2の狭い範囲に20日間定着する行動が見られた (間野、1990)。 こ

れらの観察結果は、農作物に固執 した個体を駆除 した経験をもつ とグマ狩猟者による 「エ

サに執着 したとグマは遠 くへ移動 しない」との指摘を支持するものである。現場は国道沿

いの海岸であり、休日には釣 り人などの入り込みも多 く、ヒグマとの遭遇による事故の発

生の危険性も考えられた。

本調査で観察された事例に類似することが北海道で一般的におきていることを示す例証

として、1988年の9～ 11月の秋季にかけて、調査地域とその周辺の渡島半島部で捕獲され

たヒグマの胃内容物 (N言17)の 40%か らゴミ類が出現 したことが挙げられる (鎌回、未発

表)。 これらの個体は畑やゴミ捨て場に出没 し、駆除されたものと思われた。北海道の多
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くの市町村では、一部を除きゴ ミ焼却施設をもたないため、 ヒグマの生息地域のなかにゴ

ミ捨て場を設定 し、生ゴ ミなどを投棄 しているのが現状である。また、公的なゴ ミ捨て場

に加え、水産廃棄物 (イカの内蔵など)な どが不法投棄 してあるのを放置 している例 も多

く、本報告のNo.6の個体が捕獲 された投実現場では、1986年以来 5頭 の個体が駆除 されて

いる (間野、未発表資料)。 このほか、肥料 として貯蔵 してある水産廃棄物に執着 して、

長期間にわたって畑地に出没 した例がこれまでも渡島管内森町で報告 されている (岩田、

1983)。

'ヒ
グマが生ゴ ミに執着することは北米で も知 られており、 ヒグマ生息地域における生 ゴ

ミの管理は、最 も基本的かつ重要な被害予防策 とされている (例えばHerrero 1985)。ま

た山中(1986)は、秋季にはヒグマは結実に年次の著 しい変動のある果実類に依存 しており、

これら不安定要素の強いエサが不足 した場合にゴ ミを利用する個体が増える可能性を指摘

し、1986年9月 に北海道東部の知床半島の民家にヒグマが侵入 した事件について も、大 き

な原因 として現地での不適切なゴ ミ処理を挙げている。

ヒグマの行動 と行動圏の利用に関する分析から、移動 と定着を繰 り返す行動パター ンが

存在 し、それにはエサ条件が深 くかかわっていることが示唆 された (間野、1990)。 ヒグ

マの生息する地域では、ヒグマを誘引し、人間 と接触する頻度を高めている要因をな くす

努力が必要である。そのなかでゴ ミ対策を精力的に進めることは、 ヒトの生活圏に ヒグマ

を近付ける要因を減 らし、被害の未然防除や駆除個体の減少による個体群の保護につなが

る、重要かつ有効な方策 と結論づけられる。
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Wildl. Serv. Rep. ser. 34. 84pp.

山中正実 (1 9 8 6 )知 床国立公園の ヒグマの将来を考 える。 ヒグマ,2 1 : 3 1 - 3 4・
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【W章  今 後の保護管理と調査研究課題】

今後の保護管理について (ま とめ)

ツキノヮグマ ・ヒグマの今後の保護管理のあり方に対する検討委員、調査員からの提言

・課題提起と、本調査研究結果を受けかたちでの今後の保護管理について以下整理 したぅ

1.狩 猟と有害獣駆除について

ツキノワグマの狩猟と有害獣駆除による全国の捕獲数計は、昭和50年代 (1975-84)に

は年平均2、285頭 (狩猟955頭、有害獣駆除1,330頭)に 達 した。これは昭和30年代 (1955-

64)の 年平均捕獲数979頭 (狩猟565頭、有害獣駆除414頭)の 2.3倍、有害獣駆除だけで見

れば昭和30年代に比べ昭和50年代の年平均捕獲数は 3.2倍になった。このようなツキノワ

グマの捕獲数の増加は、主に東日本での捕獲数増加によるものであるが、各地の地域個体

群の状況に大きな影響を与えてきたと考えられる。特に、本調査研究の基礎調査でも報告

されているように四国 (徳島県、高知県)、 紀伊半島二重県、西中国山田県などでは昭和

30年代、40年代にはある程度の捕獲数があったものの近年の捕獲数は極めて少なく (高知

県では昭和61年(1986)、徳島県は昭和62年(1987)から狩猟祭止)、 生息環境の改変や歴史

的な狩猟の蓄積で個体群が減少 したところでの狩猟、有害獣駆除の継続が地域の生息数減

少の決定的要素になったと考えられる。

ヒグマでは、狩猟と有害獣駆除捕獲合計は昭和30年代の年平均 512頭 (狩猟263頭、有害

獣駆除249頭)に 対 して昭和50年代は390頭に減少 (狩猟118頭、有害獣駆除272頭)と 全体

としては減少 したが、有害獣駆除は増加 してきた。 ヒグマでも、北海道北部や北海道東部

など分布前線では生息地の改変に加え、狩猟 ・有害獣駆除が地域個体群の衰退要因になっ

たことが本研究で示された。

以上の背景、本調査研究の結果を受けて、ツキノワグマとヒグマの現在の分布域と適正

な生息数水準の維持を目的として、次の4点 について今後の保護管理のあり方について提

言する。

1.狩猟 ・有害獣駆除管理

2.生息地保全

3.登山者 ・ハンターなどの教育 ・研修プログラム

4.調査研究課題
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(1)狩 猟 ・有害駆除管理

個体群の衰退地域においては、地域個体群の存続のため鳥獣保護区の見直 しや捕獲方法

の規制など狩猟管理を強化する必要がある。 ツキノワグマについては年間の狩猟捕獲数が

1ケ タ以下となっている都府県では狩猟禁止を考慮する必要がある。狩猟捕獲数がまだ相

当数維持 されている地域でも、周辺都府県で捕獲数の減少がある場合は周辺都府県 と共同

して狩猟管理の強化を検討いくことことが望まれる。都道府県の中で地域的に個体群の減

少 ・衰退が起 きている地域では、地域単位での狩猟管理強化 も必要である。個体群の衰退

地域としては、ツキノワグマ、 ヒグマについてそれぞれ次の地域を示す。

1)ツ キノワグマ :紀伊半島 〈紀伊山地)、 東中国 (氷ノ山)、 西中国 (中国山地

(冠山地))、 四国 (四国山地)、 下北半島 (恐山山地)

その他 ツキノワグマの分布域周辺部として、関東山地南部、丹沢山地、南アルプス南

部、丹波山地について も狩猟 ・有害駆除捕獲の管理 と生息環境の保全に注意する必要

がある。

2)と グマ :積丹 ・道央部 (羊蹄火山群)、 天塩 ・増毛地域

この他、北海道北部 (宗谷丘陵)、 北海道東部 く自糠丘陵、根釧台地)、 渡島半島部

(渡島山地南部)、 について も狩猟 ・有害獣駆除管理 と生息環境保全に留意する必要

がある。

(2)有 害獣駆除管理

ツキノワグマ ・ヒグマの緊急避難的な有害獣駆除は、個体群の衰退地域で も今後 も必要

によって行 う必要があると考える。特に人為エサに執着する個体や人間 ・家畜に危害を及

ぼす個体の取 り除きは必要である。 しか し、有害獣駆除捕獲数は昭和40年 (1965)こ ろか

ら狩猟捕獲数を上回り、箱 ワナの使用など効率的な捕獲方法の普及 も要因となって狩猟捕

獲以上に地域個体群に大 きな影響を及ぼ してきたと見なされる。 このため、今後は捕獲方

法の制限や見直 し、生捕個体の放獣処置、捕獲によらない被害防除方法の研究普及、非合

法な毒殺の取締 り強化など、有害獣駆除の許司 と実施における管理を強めてい くことが必

要である。

(3)捕 獲数割当

地域個体群の存続のためには、個体群衰退地域だけでなく個体群が比較的維持 されてい

る地域においても狩猟捕獲数 と有害獣駆除捕獲数の適正な管理が必要である。調査研究の

項で提案する生息動向分析を踏まえた毎年の捕獲数割当などを、各都道府県あるいは地域

単位で設置 した作業委員会などで検討する体制づ くりが望まれる。
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2.生 息地環境保全

狩猟 ・有害獣捕獲の管理強化は捕獲による生息数減少の予防には有効であっても、生息

地が減少、破壊されれば地域個体群は存続できない。ツキノワグマ、ヒグマの地域個体群

維持のためには生息環境の保全 も当然考慮する必要がある。

本調査研究によって、ツキノワグマはブナ帯からブナ帯下部の ミズナラ、コラナ林など

を主な生息地とし、 1顕 の行動圏はメスでおよそ20kn2から50km2、平均で約30km2にである

ことが明らかにされた占オスの行動日はメスより広 く、50km2から100km2におよぶこ̀ とが観

察されたが今日の研究体制では十分分析できなかった。隣あった個体との行動圏の重なり

が大きいため生息密度はおよそ0。1頭から0.3頭/kD2と見積 られる (秋田県太平山地域)が 、

生息密度には地域的な差がかなりあり、秋田県におけるこの数値はかなり高い地域の例で

あると見なされる。越冬地としては標高400■以上にあるプナや天然スギの樹洞あるいは根

の部分を多く利用 した。このような調査結果から、野生動物の地域個体群維持に必要とき

れる最小個体数 100頭の地域個体群を維持するためには、ツキノワグマの場合で330km2か

ら1,000km2程度の面積を、永続的な個体群維持に必要な 400頭レベルの個体数収容のため

には1.330km2から4,000k■2の程度の面積を想定 した良好な越冬地環境を含む生息地環境保

全が必要である。

ヒグマではプナ帯下部 (プナーミズナラ群落)や イタヤカエデーシナノキ群落などの落

葉樹自然林を多く利用 し、越冬は斜面地の上穴利用の多いことが明らかになった。 1頭 の

行動圏はメスでおよそ40k■2から100k冊2でぁったが、行動圏の中を均一に利用するわけでな

く、行動圏の中の集中利用域を結ぶパスネットワーク型利用であった。 ヒグマの場合は今

回の調査研究では調査個体数が十分でなく、地域個体群維持のための面積を示すことはむ

つかしいが、ツキノワグマより広い面積が必要なことは明かで 100頭の最小個体数維持の

ためには生息密度を0.1頭/km2と 最大限高めに見積って最低1,000km2程度の面積が、永続

的な個体群存続のための400頭レベル維持のためには生息密度をo,1頭/km2から0。05/km2と

して4,000km2から8,000k■2程度の面積が必要であるとみなされる。

ツキノワグマ、ヒグマの生息地環境の改変には、本調査研究でも示されたように農地開

発、森林伐採などが強 く係わってきた。今後は農地開発などに変わって、 リゾー ト・レジ

ャー施設開発、峰越 し道路開設などが生息地環境の悪化、分断化により強く作用するもの

と予想される。ツキノワグマ、ヒグマの地域個体群の衰退地域ではこれら開発、森林環境

改変に対 してこれまで以上にその計画実施の是非の検討と生息地環境保全に注意 した事業

実施が必要である。生息環境保全が特に必要な地域は、前節の狩猟管理で述べた地域個体

群の衰退地域に準 じる。
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3.教 育 ・研修プログラム

ツキノワグマ、 ヒグマは大型獣であり潜在的に人間を殺傷する力を持 っているため、野

外での直接の出会いを避け、出会 った時は十分注意 した行動が必要である。 しか し、ツキ

ノワグマ、 ヒグマは人間を積極的に喪 うことは少ない。ツキノワグマ、 ヒグマによる人身

事故の多 くの原因は人間側の不注意な活動やクマを誘引する行為にある。本調査研究でも、

水産廃棄物の不法投棄が ヒグマを人里近 くへ誘引 している例が明 らかにされた。 これらの

点を踏まえ、ツキノワグマ、 ヒグマと人間活動 との共存を目指すために、登山者、行政機

関担当者や狩猟者を対象とした次のような教育 ・研修活動を進めていくことが望まれる。

(1)地 域住民 ・登山者 ・自然公園利用者プログラム

ツキノワグマ、 ヒグマの地域個体群の保全のためには、クマと接する機会の多い生息地

域周辺の地域住民や、登山者、自然公園利用者に対 して、クマの生態 と危険予防のための

適切な教育プログラムの実施する。具体的なプログラム内容 としては、次の 2点 があげら

れる。

1.地域住民に対 して、クマを誘引する生ゴ ミの処理、排除の必要性を強調する。

2.登山者、自然公園利用者に対 して、クマ生態、危険予防、ゴミ処理の必要性を解説 し

たバ ンフレットを登山口や ビジターセンターで配布する。

(2)行 政担当者プログラム

ツキノワグマ、 ヒグマの地域個体群の保全のためには、実際の保全行政に携わる国 と地

方の行政担当者に対 して、保護管理の目的、捕獲個体の分析、生息地調査方法などに関す

る教育 ・研修プログラムを実施する。また、行政機関に所属する現地調査 ・監視員 として、

鳥獣保護員や自然公園監視員などに対する同様の研修を行 うことが望ましい。

(3)ハ ンタープログラム

地域個体群の保全のためには、狩猟と有害獣駆除に携わる狩猟者 (ハンター)に 対する

教育、 トレーニングも欠かせない事項であり、保護管理の必要性や、調査研究の項で述べ

る生息動向分析と関連 して捕獲報告に関する研修 (捕獲地点 ・個体識別報告、材料提供)

を行 う必要がある。

(4)学 校 ・社会教育プログラム

ツキノワグマ、 ヒグマに直接係わるグループを想定 した上記のプログラムに加え、クマ

類の保全の必要性の社会的コンセンサスを高めるため学校教育や社会教育 (広報などを活

用 した保護管理思想の普及)プ ログラムも進める必要がある。
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4.調 査研究

本調査研究により、ツキノワグマ、 ヒグマ地域個体群の動向および生息環境の分析のた

めには、生息域の変化の把握、捕獲数動向と捕獲個体の分析およびテレメ トリー調査によ

る生息地利用分析などが有効な手段 となることが示された。 しか し、ツキノワグマ、 ヒグ

マの地域個体群の維持 と人間活動 との共存のためには、本調査研究では未解決で今後 さら

に調査研究が必要な課題 も多い。地域個体群の動向、生息地環境の分析および被害防除の

ため、本調査研究およびその他の資料か ら示 された、今後定期的な調査が必要な項目ある

いは調査研究を開発 していく必要のある項目を以下整理 した

(1)生 息動向の分析

ツキノワグマ、 ヒグマの地域個体群の動向を把握 し、適正な狩猟管理や狩猟 と有害獣駆

除による捕獲数 ワク設定などのためには、分布域の把握、捕獲個体の分析あるいは生息地

おける観察による生息状況の把握などが必要である。その具体的な作業課題 ・調査項目と

して次の 3点 が上げられる。

1.狩猟者か らの捕獲状況報告体制の整備 (捕獲地点、個体性別などの集計 ・分析)

2.捕獲個体の分析 〈捕獲個体の年齢 ・繁殖状況分析)

3.定点観察 (セ ンサス)(個 体数 ・痕跡の定期的な観察)

(2)生 息地環境分析

捕獲個体の分析や、追跡調査に加えツキノワグマ、 ヒグマの地域個体群の良好な保全の

ためには生息地域の環境 とその動向分析は欠かせない要素である。生息地環境分析のなか

で も、特に堅果植物の結実状況分析 ・モニタ リングは、本調査研究の生態調査で も明かに

されたように、ツキノワグマ、 ヒグマの季節的移動 と繁殖の指標になるため定期的な調査、

結実予測 ・測定を毎年行 う体制づ くりが必要である。

(3)被 害防除方法の普及

ツキノワグマ、 ヒグマの保全対策の上で障害 となっている要因の一つは、本調査研究で

も報告 されたように、クマによる移動養蜂や果樹園被害に対する有効な防除対策あるいは

野外作業における万一の出会いの場合の防除方法が普及 してなく、被害発生あるいは被害

を予想 した射殺や捕獲が有害獣駆除 として安易に実施 されていることにある。被害防除と

地域個体群の保全のため、射殺 ・捕獲によらない防除方法として次に示す機械的方法 と化

学的方法が実用化 されているので、今後その普及をはかる必要がある。
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1.機械的方法 (電気棚):移 動養蜂地点や果樹園など特定の小面積の地点でのクマ類に

よる被害防除については、すでに電気棚の使用が有効であることが示 されているので

今後その普及を計 っていく。

2.化学的方法 (防除 スプレー):機 械的防除 (電気棚)は 限られた地点の被害防除には

有効であるが、林業作業、山菜採集、登山、測量など広い範囲のクマの生息地で作業

する場合の人身被害防除 としては実用的でない。人身被害防除のためには、防除 スプ

レーが開発 ・実用化 されているので今後その普及に努めていく必要があろう。

(4)今 後の課題

本調査研究では、個体群衰退地域での生息状況や生息環境の変化、生態テレメ トリー調

査による行動追跡 と生息地利用の分析、および保護管理に係わる基本的な課題を整理分析

した。 しか し、西 日本その他地域で近年多 く報告 されているツキノワグマの里山、人間居

住地への接近現象 とそれに関与すると考えられる個体の行動 ・習性の変化、生息環境の変

化は未解決の問題 として残 された。また、このようなクマの行動 ,習性の変化に対応 した

被害防除方法について も多 くの課題が残 されており、今後 さらに調査研究を進めていく必

要がある。
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